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2.4 問題の検討

問題の検討に入る前に、若干の基本的観念を確認しておこう。

⑴ 確定破産債権についての破産債権者表記載の効力

破産債権の届出事項（117条⚑項⚔号の事項を除く）は、債権調査において

異議等がないときは、確定する（124条⚑項）。確定した事項についての破産債

権者表の記載は、破産債権者の全員に対して確定判決と同一の効力を有する

（124条⚓項。131条⚑項・⚒項も参照)66）。破産管財人に対しても確定判決と同

＊ くりた たかし 関西大学法学部教授（特別契約教授）
66) その記載は、破産者に対しても、彼が破産債権に対して異議を述べた場合を除 →
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一の効力を有する旨の明文の規定はないが、破産手続は基本的に限られたパイ

を複数の債権者の間で分け合う手続という側面があり67）、パイの公平な分配の

実現は破産管財人の職務の一つであるので、「破産債権者の全員に対して確定

判決と同一の効力を有する」ことは、「破産管財人に対してもその効力を有す

る」ことを意味する。

｢確定判決と同一の効力」の意義をどのように解するかについては、既判力

とする説（既判力説）と、破産手続との関係において確定事項と矛盾する主張

を遮断する効力であり、これを既判力とよぶかは言葉の問題であるとする説

（特別拘束力説ないし拘束力限定説）等の対立があり68）、前者が通説であると

されている。主たる争点は、破産手続外で行われる手続（特に破産手続終了後

に行われる手続）のうちのどの範囲のものに効力を及ぼすべきかであり69）、本

稿はこの問題と直接には関係しない。いずれの見解を採っても、それは法律関

係についての記載の拘束力70）であり、私法上の法律関係は変転するので、「一

→ き、確定判決と同一の効力を有する（221条）。
67) 債権者が一人だけの場合であっても、否認権の行使等のために破産手続を開始す
る利益はあるので、債権者が複数存在することは破産手続開始の要件ではない（そ
の趣旨を示すために、本文で「基本的に」の語を入れた）。ただ、本稿で取り扱う
問題は、破産債権者が複数存在する場合に生ずる問題である。

68) 中野貞一郎＝道下徹・編『基本法コンメンタール・破産法（第⚒版）』（日本評論
社、1997年）276頁以下（栗田隆。ここで述べた見解（特別拘束力説）を私は現在
でも維持している。ただ、本稿では、拘束力の標準時を想起しやすいように「既判
力の標準時」の語を用いるので、「確定判決の同一の効力」を便宜的に「既判力」
と呼ぶのである）、伊藤眞ほか『条解破産法（第⚒版）』（弘文堂、2014年）876頁以
下、竹下守夫＝藤田耕三『破産法大系第⚑巻』（青林書院、2014年）359頁以下（上
野保）、全国倒産処理弁護士ネットワーク・編『注釈破産法（上）』（きんざい、平
成27年）801頁など参照。

69) 破産債権者相互の間での不当利得返還請求を阻止する必要があるので、もしその
ような返還請求訴訟が提起されれば、その訴訟手続に「確定判決と同一の効力」が
及ぶのは当然である。他方、破産者が個人で、かつ免責決定を得られなかった場合
に、破産者が有する財産に対して強制執行が行われるときの配当に関する手続など
にも及ぶかについては、見解は分かれる。

70) ここで「記載の拘束力」という表現を用いるのがよいかについては、かなり迷っ
た。本来なら「判断の拘束力」と表現したいところであるが、次の理由により諦 →
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定時点での法律関係」についての記載の拘束力であることに変わりはない71）。

ただ、本稿の問題との関係では、「既判力の標準時」の語を用いて議論する方

が分かりやすいと思われるので、便宜的にこの語を用いることにする。

では、その既判力の標準時は何時と解すべきであろうか。それは、破産管財

人及び届出債権者72）が「一般調査期間内若しくは特別調査期間内又は一般調

査期日若しくは特別調査期日」に異議等を述べなかったことにより届出債権の

届出事項が確定する場合（124条⚑項）について言えば、異議等を述べること

ができる最終時点とすべきである。その具体的時点が何時であるかは、意外と

悩む問題であるが73）、本稿では、さしあたり、「124条⚑項により117条⚑項各

号の事項が確定する」時点を「破産債権確定時点」と呼び、その時点が標準時

であるとする。

⑵ 開始時現存額主義

開始時現存額主義は、次のことを内容とする：（α）債権者は、各全部義務

者の破産手続にその開始時の現存額で参加し、その現存額を基準にして配当を

受けることができる；（β）手続開始後に破産者の共同義務者から一部の満足

を受けた場合でも、債権者は、全額の満足を受けるまで、開始時の債権額で配

当に加わることができる。これは、責任財産の集積により債権回収を確実にす

るという全部義務制度の趣旨を実現するための規律である。すなわち、全部義

務者の一人又は数人が破産し、債権回収のリスクが高まった局面で、全部義務

→ めた：（α）民事訴訟法114条の既判力は、「裁判所の判断の拘束力」であるが（同
条⚒項参照）、異議等がないことにより破産債権が確定した場合には、裁判所の判
断は何らなされていない；（β）破産法124条⚓項自体は、「破産債権者表の記載」
が効力を有するとしているのであり、「（記載されている）判断」が効力を有すると
いう表現にはなっていない。

71) 栗田隆「有名義破産債権の確定手続（⚒）」関西大学法学論集69巻⚕号（2020年）
⚓頁以下参照。

72) 破産法自体は、「届出債権者」ではなく、「届出をした破産債権者」の語を用いて
いるが（31条⚕項参照）、民事再生法では「届出再生債権者」の語が用いられてお
り（102条⚑項参照）、これに倣って「届出破産債権者」ということもできるが、短
くして「届出債権者」の語を用いることにした。

73) 栗田・前掲（注71）⚔頁以下参照。
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制度の趣旨をどのように実現させるのがよいかという問題に対する解決には、

幾つかの選択肢が考えられるが、上記のような形で解決するのがよいとの熟慮

に基づく一つの選択である。

(β）の場合については、一部弁済をした共同義務者が取得した求償権ある

いは原債権を債権者と同順位で行使させるとの規律も考えられるところである

が、現行破産法は、全部義務制度の趣旨を徹底させる趣旨で、（β）の規律を

採用した。その規律は、破産者の一つの給付義務について複数の債権者が重複

して破産債権を行使することは許されないとの原則（二重請求禁止ないし二重

権利行使禁止の原則）を通じて、一部弁済をした共同義務者の破産手続参加を

禁止することになり、したがって、破産手続開始時の現存額に対する配当金は、

手続開始後に一部弁済をした共同義務者の求償権に優先して債権者の債権の満

足に割り当てられるべきこと（以下「［破産法上の］債権者優先原則」という）

を含意する。この債権者優先原則の根拠の一つとして、次のことを挙げること

ができる：破産者の共同義務者は債権者に対して残債権額について弁済義務を

負っているから、破産手続開始後の共同義務者の弁済等による破産者に対する

求償権よりは債権者の債権を優先させてよい（以下「残債務の存在を理由とす

る債権者の優先｣74）という）。民法上の債権者優先原則（同法502条）との関係

につき、後述補論⚑参照。

⑶ 保証人の求償権の普通破産債権部分

主債務者の破産手続開始前に保証人が保証債務を履行したことによる求償権

は、破産手続開始の前日までの利息・損害金（以下、両者を合わせて「利息

等」という）を含めて、普通破産債権になる。破産手続開始の日以降の利息等

74) もちろん、「残債務の存在を理由とする原債権者の優先」は、破産手続開始前の
共同義務者による弁済の場合にも妥当する。それにもかかわらず、民法（債権法）
の大改正前の法状態においては、現行破産法は、この場合（本文（α）の場合）に
ついて、求償権者と原債権者とを平等としていた。したがって、この場合について
は、「残債務の存在を理由とする原債権者の優先」とは別個の根拠により平等化が
図られたと説明せざるを得ない。その根拠としては、「債権回収のリスクが高まっ
ていない状況においては、求償権者が求償権を自己の責任財産として利用する利益
を尊重する方がよい」という政策的判断が考えられる。
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は、劣後的破産債権になる。では、破産手続開始後の保証債務履行による求償

権はどうか。破産手続開始後の保証債務履行により他の破産債権者が影響を受

けるべきではないので、被保証債権のうちの普通破産債権部分に充当された金

額の求償権のみが普通破産債権になり、被保証債権の劣後部分に充当された金

額の求償権は、劣後的破産債権になると考えられている。これらの求償権につ

いて生ずる利息等の請求権は、もちろん、劣後的破産債権になる75）。

補論⚑

破産法上の債権者優先主義は、民法において採用された≪代位弁済が原債権の一部

にとどまる場合に、原債権のうち代位弁済者が取得した部分と原債権者に残存する部

分とでは、後者が優先的に満足を受けるべきであるとの原則≫（「弁済者代位は債権

者を害することがない」という原則の具体化である）と関係する。その原則は、平成

75) 例えば、主債務者の破産手続開始時に、被保証債権者が元本債権額900万円＋開
始時（具体的には、開始決定がなされた日の前日）までの利息100万円を有してい
て、保証人が破産手続開始後に弁済をする時点で開始後の利息が50万円であるとす
る。その合計額1050万円を保証人が債権者に弁済した場合に、保証人は、破産者に
対して1050万円の求償権を主張することができるが、そのうち普通破産債権となる
金額はいくらか、劣後的破産債権となる金額はいくらか。本文に述べたことを前提
にすると、保証人が普通破産債権として行使することができるのは、原債権のうち、
破産手続開始時の債権額（普通部分）1000万円に限られ、開始後の利息への弁済額
に対する求償権は、劣後的破産債権となる。破産手続開始後に弁済をする保証人に
とっては、50万円部分は新たな出捐であり、利息や損害金ではないにもかかわらず、
当初から劣後部分とされるのは酷なようにも感じられるであろうが、被保証債権の
劣後部分への弁済であり、他の破産債権者との公平の要請に基づく帰結であるから
甘受しなければならないという理由付けは可能である。また、劣後部分への代位弁
済による求償権を普通破産債権とすると、破産手続開始後の代位弁済により普通破
産債権の総額が増加することになり、手続の安定を害して好ましくないという理由
付けもできる。
なお、この問題の前提問題として、そもそも破産手続開始後に保証債務を全部履
行した保証人は、代位取得した原債権を行使することができることは当然として、
求償権自体も破産債権として行使することができるかという問題がある（栗田隆
「全部義務者の破産と民法改正――一部代位弁済の場合の原債権と求償権の規律を
中心にして――」関西大学法学論集65巻⚕号（平成28年）97頁−101頁参照）。ただ、
本稿ではこの問題に立ち入らずに、求償権を行使することもできることを前提にす
る。
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29年民法改正前から、原債権のために設定された担保物の売得金からの満足に関して、

判例により承認されていたが、同改正後の502条により明文化された。同条⚑項・⚒

項が原債権とこれに附随する担保権を行使する場面を規律し、⚓項が財産換価により

得られた金銭からの満足の場面を規律する。ただし、同項では、「債権の担保の目的

となっている財産の売却代金」のみならず「その他の当該権利の行使によって得られ

る金銭」についても、債権者が優先するとされた。開始時現存額主義と関係が深いの

は⚓項の規定であり、代位弁済により原債権の一部を取得した者の権利（原債権に基

づいて満足を受ける権利）よりも原債権者の権利が優先するとしている。この規定の

根拠を、原債権の一部を代位取得した者が原債権者に対して残債務を負っていること

に求めるのであれば、前記の規律の適用範囲は、この根拠が妥当する場合に限定され

る。しかし、民法改正の審議の段階では、そのように限定されるものではないとする

見解も示された（栗田隆「全部義務者の破産と民法改正」関西大学法学論集65巻⚕号

（平成28年）74頁・77頁参照）。また、破産手続開始後に一部弁済がなされた場合には、

専ら破産法104条⚒項・⚔項の規定により処理されることになるので、民法502条の債

権者優先主義は、破産手続開始前に一部弁済がなされた場合にどのように適用される

のかが問題になる。改正法の審議においては、この原則は代位弁済により取得された

原債権の行使を制約するものであり、代位弁済者が取得した求償権まで制約するもの

ではないとの意見集約がなされた。

上記のような議論を経て成立した502条によれば、主債務者の破産財団からの配当

についても、（α）破産手続開始前に一部代位弁済をした者が取得していた原債権を

破産債権として行使する場合には、原債権者が優先することになる（一部代位弁済者

に配当されるべき金銭も原債権者が全額の満足に至るまで受領する）。他方、（β）そ

の一部代位弁済者が求償権を破産債権として行使する場合に、原債権者に残存する原

債権と代位弁済者の求償権との関係について、次の見解が対立することになった：

（β1）民法502条についての審議経過に照らせば、一部代位弁済者が求償権をもって

破産手続に参加することは妨げられず、その場合には、破産法104条⚑項により原債

権者は残存する原債権をもって破産手続に参加することができるにとどまり、この原

債権と代位弁済者の求償権とは平等であるとする見解（山本和彦「手続開始時現存額

主義の現状と将来――改正民法の弁済による代位の規律も踏まえて」岡伸浩＝小畑英

一＝島岡大雄＝進士肇＝三森仁・編著『破産管財人の債権調査・配当』（商事法務、

2017年）594頁（立法論としては595頁以下で（β2）を支持する。）；（β2）「原債権者
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がある手続において原債権の全体を行使する場合には，彼に属する原債権部分の満足

に至るまで，一部代位者がその手続において求償権を行使することは制限される」と

の原則を定立し、かつ、主債務者破産の場合に原債権者は民法502条2項により原債権

の全体を行使することができることを前提にして、原債権者が一部代位者に取得され

た原債権を行使する範囲で一部代位者は求償権を行使することを制限されるとする見

解（栗田・前掲124頁以下）。

2.4.1 保証人の破産手続開始後に主債務者が弁済等をした場合

最初に、受託保証人の破産手続開始後に主債務者の財産からの出捐により債

権の満足（以下「弁済」の語をもって代表させる）が部分的に与えられた場合

を取り上げる。実体法上の問題についても手続法上の問題についても、この場

合が最も議論しやすいからである。

⑴ 債権調査前に主債務者が弁済をした場合

破産手続開始後・債権調査前に主債務者が弁済をした場合から議論を始める

ことにしよう。この場合の取扱いが議論の出発点になるからである。

[設例⚒] 主債務者Ｓが債権者Ｇに負っている元本1000万円の債務（利率年

⚕％）について、ＨがＳの委託を受けて保証人になった。Ｈについて破産手続

が開始され、開始時の残存元本が1000万円、開始の前日において未払の利息等

はない76）。Ｇは、Ｈの破産手続において、Ｈに対する保証債務履行請求権（保

証債権）を破産債権として届け出ることになる。破産手続開始直後（例えば開

始決定の3時間後）に、Ｓが元本に充当されるべき600万円と当日分の利息を弁

済し、残存元本は400万円になった（元本のうちの600万円部分は、破産債権で

76) 開始決定の前日までの利息だけは相殺等によって回収されているものとする。説
明を容易にするために、状況設定にこうした工夫を凝らすことになり、その結果、
実務ではあまり見ない設例を用いることになるが、ご容赦いただきたい。方法論的
には、こうした具体的数字を挙げることが法学の分野では一種の慣例であるが、具
体的な数字自体にそれほど意味があるわけではなく、むしろ具体的な数字をあげて
議論すると、数字の整合性を保つために無用な労力を費やすことになり、効率が悪
い。後述［設例⚒ａ］のように、文字を用いた方がよいであろう。本稿は、方法論
的には、未だ過渡期にある。
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ある保証債権の普通破産債権部分（普通部分）に対応する部分である。以下で

は、「普通部分に対応する部分」も縮めて「普通部分」と略記する。同様に、

「劣後部分に対応する部分」も「劣後部分」と略記する）。Ｇが保証債権を破産

債権として届け出、Ｓも民法463条⚒項所定の弁済通知をＨの破産管財人にし

た77）。破産手続開始から⚑年後に配当がなされるものとする（より精確に言え

ば、劣後的破産債権となる利息・損害金（年⚕％とする）の計算期間の終期が

開始時から⚑年後になるものとする）。また、この破産手続における普通破産

債権部分への配当率が⚘割になるものと仮定する。

この場合に、Ｇは（α）破産手続開始時の債権額1000万円を基準にしてその

⚘割である800万円の配当を受けることができると考えるべきか、それとも

（β）配当時の普通破産債権額400万円（ないしこれに劣後部分20万円を加えた

420万円）を超えて配当を受けることはできないとすべきかの問題が生ずる。

実体法上の権利関係に即した利益配分を行うことができるのは、（β）であり、

これが採用されるべきである。それを円滑に実現するためには、Ｇは、破産手

続開始後にＳから弁済を受けた旨を届け出なければならず、また、債権調査に

おいてＧが配当を受けることのできる上限額（以下「配当上限額」という）を

調査対象にすべきである。

配当制限 破産手続開始時の債権額を基準にした配当をするのではなく、そ

の後に生じた事情も考慮して債権者が配当を受けるべき金額が最終的に決まる

77) 保証人の破産の場合には、債権者への配当により主債務者に対する求償権が生じ、
その換価の方法が問題になる（栗田隆「受託保証人の破産」関西大学法学論集60巻
⚖号（2011年）14頁以下参照）。ここでは、そのような問題が生じない場合を想定
する。すなわち、保証人の破産手続開始後に法人である主債務者についても破産手
続が開始され、保証人の破産手続よりも先に主債務者の破産手続において最後配当
がなさる場合である。次のように場合にも、上記問題が生ずることは少ないであろ
う。すなわち、主債務者については破産手続は開始されていないものとし、保証人
の破産手続開始後に主債務者が債務の大部分を弁済し、その後に保証人の破産手続
において中間配当がなされ、中間配当の段階ですでに被保証債権が全額の満足に
至ったため、中間配当により生じた求償権を破産管財人が主債務者に対して行使す
る時間的余裕がある場合。
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（制限される）ことを「配当制限」と呼ぶことにしよう78）。配当時に現存する

債権額を限度として配当を受けることができるとすることは、「配当上限額に

よる配当制限」である。現行破産法は、破産者の在外財産から満足を得た者に

ついて「配当率による配当制限」の規定（201条⚔項）を設けているが、全部

義務者の破産手続中にその共同義務者が一部弁済をした場合については、明文

の規定を設けていない。そのため、そもそも配当上限額による配当制限が可能

なのかという問題が生ずる。

保証人の破産手続開始後に主債務者が一部弁済をした場合について、配当上

限額による配当制限を明示的に否定する見解は見あたらない。ただ、ここで問

題にしているのは、破産手続開始後・債権届出前の段階で主債務者が一部弁済

をした場面での処理であり、この場面についての議論がそもそも少ない。した

がって、この場面での配当制限、すなわち、≪実体的権利関係に即した配当を

行うために、債権者に配当上限額を届け出させ、債権調査において確定するこ

と≫が異論なく承認されるかといえば、そうでもなかろう（特に、前述2.3⑵

で紹介した破産財団帰属・手続外処理説及び最高裁平成29年決定の木内補足意

見の立場では、この場合にどのような処理がなされることになるのか、気にか

かる）。

破産者の共同義務者による破産手続開始後の一部弁済の場合に、配当上限額

による配当制限が異論なく認められるという状況にあるわけではないが、在外

財産からの一部満足の場合と同様に、その制限は行われるべきものと考えたい。

明治23年破産法の1031条⚒項後段（前述2.3⑴参照）の規定の趣旨は明瞭とは

言い難いが、それでも債権者への配当を制限すること（及び、超過額について

受領権者がいればその者に帰属させるべきこと）を趣旨とする規定と解するこ

とは可能であり、それが大正11年破産法に承継されなかった理由は明瞭ではな

78) 前述2.3⑵で紹介した最高裁平成29年決定の木内補足意見で用いられている「配
当調整」の語にならったものである。「配当調整」の語を用いてもよいが、木内意
見が設例のような場合をも念頭に置いて「配当調整」の語を用いているのかはっき
りせず、概念上の差異があるようにも思われるので、本稿では、敢えて「配当制
限」の語を用いることにした。

― 39 ― (1187)

手続開始後における破産債権の変動をどのように処理すべきか（⚓)



いが、当然のことと考えられたからであり、配当制限を否定する趣旨ではない

と理解したい。

破産債権者表の記載事項 では、前記の設例において、ＧのＨに対する保証

債権について破産債権者表（115条⚑項・⚒項)79）にはどのような記載がなさ

れるべきであろうか。Ｇは、（α）普通部分については、1000万円を基準に配

当を受けるが、（ἀ）配当時に残存する普通破産債権額は400万円であるから、

この金額を上限にして配当を受けることができるにとどまる。したがって、

（ἀ）の趣旨を備考欄に記載すべきであり、それで足りよう。すなわち、「破産

手続開始後の≪弁済日≫に主債務者Ｓから元本について600万円の弁済を受け

たことにより、現在の普通破産債権額は400万円である。債権者は400万円を超

えて普通破産債権への配当を受けることができない」（後段部分は「配当上限

額400万円」と短く書いてもよい。また、≪弁済日≫には、具体的な年月日が

記載される）。（β）劣後部分についてはどうか（配当がなされることはほとん

どないが、それでも念のために届出をしておくべきである）。これについては、

破産手続開始の日以後に生じた利息・損害金の額を基準にして配当を受けるが、

開始日から弁済日までの利息・損害金は受領済であるので、これを控除した金

額が配当上限額になり、その趣旨を備考欄に記載すれば足りる。すなわち、

「届出債権者は、破産手続開始後の≪弁済日≫に、開始日から≪弁済日≫まで

の利息・損害金の弁済として、主債務者Ｓから＊＊＊円を受領した。これによ

り、劣後的破産債権額から前記金額を控除した金額が劣後部分の配当上限額に

なる」。

調査事項の拡張 この備考欄の記載は、115条⚒項所定の破産債権者表記載

事項の中で、どのように位置付けたらよいであろうか。「破産債権の額」（111

79) ここでは、民集71巻⚗号1123頁に掲げられているような「破産債権者表（個別）」
を念頭においている。破産債権者表の作成について、重政伊利＝大林弘幸『破産管
財事件における書記官事務の研究』（司法協会、平成26年）85頁（書式は、書58頁）
参照。同書で説明されている方式で破産債権者表が作成される場合には、「破産債
権者表（個別）」は、破産債権者表と一体となる個々の破産債権者ごとの債権届出
書、債権認否書及び配当表である。
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条⚑項⚑号）は、破産債権者が受領することができる配当額を算定する上で重

要であるから破産債権者表の記載事項とされているのであり、破産手続開始後

に共同義務者の弁済等により破産債権者が受領することのできる金額が制約さ

れるようになった場合には、配当を受けることができる上限額（配当上限額）

は破産債権額と同等に重要な事項であり、破産債権者表の記載事項とされ、債

権調査の対象となり、債権調査あるいは破産債権査定手続等により確定される

べき事項とすべきである。

しかし、債権調査により確定すべき事項は、破産法の条文上は、117条⚑項

⚑号から⚓号までの事項であり（124条⚑項）、破産手続開始後に弁済がなされ

たことにより生ずる配当上限額などは含まれていない。そのため、これらの事

項も債権調査により確定すべき事項になるとの結論をどのように説明すべきか

が問題になる。次のように説明すべきであろう：同法124条⚑項において、確

定すべき事項が117条⚑項⚑号から⚓号までの事項に限定された理由は、これ

らの事項さえ確定すれば通常は配当を正当に行うことができるからである；保

証人の破産手続開始後に主債務者によって一部弁済がなされ、その結果 債権

者が受領することのできる配当額に上限が生じた場合は、通常の場合から外れ

るので、通常の場合とは異なる処理が必要になるが、124条⚑項・117条⚑項は、

通常とは異なる処理を禁ずる趣旨の規定ではない；どのように処理するかは、

解釈に委ねられていると考えるべきである。別の言い方をすれば、117条⚑項

⚑号から⚓号所定の事項は、配当を適正に行う上で必要な「債権の内容に係る

事項」とまとめることができ、同項⚑号から⚓号所定の事項はその例示と解す

べきである。それら以外で配当を適正に行う上で必要な事項があれば、それも

債権調査により確定されるべき事項になると解すべきである。事実また、破産

債権に該当することは、117条⚑項に独立した形では挙げられていないが、こ

れも調査事項であると一般に考えられている。

在外財産からの弁済の場合との比較 ここで、破産手続開始後・債権届出前

に債権者が在外財産から弁済を受けた場合の債権届出を考えてみよう。この場

合には、破産手続開始時の債権額（在外財産から弁済を受ける前の債権額）が
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届出債権額になる（109条）。しかし、他の破産債権者との公平を図るために、

「他の同順位の破産債権者が自己の受けた弁済と同一の割合の配当を受けるま

では、最後配当を受けることができない」（201条⚔項。いわゆる「ホッチポッ

ト・ルール」ないし配当組込主義）とされているので、在外財産からどれだけ

の金額の弁済を受けたかを明らかにする必要がある。

破産債権者が破産手続開始後に破産者（保証人）の在外財産から弁済を受け

た場合と、共同義務者（主債務者）の財産から満足を受けた場合とで取扱いが

異なるので、弁済後の現在の債権額を届け出るだけては足りない。どのような

財産から弁済を受けたかを明らかにして届け出るべきである。しかし、債権調

査により確定すべき事項もそれと同様としてよいかは迷う。「弁済を受けた」

は事実であり、事実を確定するよりは法律関係を確定すべきであるとすると、

主債務者からの弁済の場合には、（α）「現在の債権額＊＊＊円を超えて配当を

受けることができないこと」を確定すべきであり（以下「配当上限額の確定」

という）、在外財産からの弁済の場合には、（β）「在外財産からの弁済率（［弁

済額］÷［開始時現存額］）に相当する配当を他の同順位破産債権者が受ける

まで配当を受けることができないこと」が確定されるべきであり、それが調査

対象になると考えるべきである。

⑵ 事例の一般的定式化

前述の［設例⚒］では、具体的な数字をあげて説明した。以下では、具体的

な数字を示さずに一般化（抽象化）した形で事例を提示しておこう。なお、受

託保証人について破産手続が開始されている場合には、往々にして主債務者も

履行遅滞に陥っており、債務の即時全額弁済義務を負い、主債務者が一部弁済

をする場合には、弁済金は民法489条⚑項の規定に従い、費用、利息（損害金

を含む）、元本の順に充当するのが本来であるが、当事者間の合意により、元

本に先に充当することも許され、弁済をなすべき者が倒産状態にあるときは、

そのような合意もよくなされるようである（後述2.4.2⑴参照）。この弁済充当

の合意の効力を保証人の破産手続においても認めると、債権者にとって不利な

結果となる。しかし、保証人の破産手続との関係でその弁済充当を組み替える
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（劣後部分である利息・損害金から先に充当したものとみなす）ことは、難し

い（複雑な議論をしてその結論を導くことができないわけではないが、その議

論を試みても、説得力のある議論は得られない）。そこで、以下では、期限の

利益を失った主債務者からの弁済金の一部を元本部分に先に充当するとの合意

は、保証人の破産手続との関係でも効力を有するものとし、弁済充当の組替え

の場合は、補足的に取り上げることにする。

[設例⚒ａ] 保証人の破産手続の開始時における保証債権額（普通部分）を

g1円とし、その後主債務者による一部弁済時までにg2円の利息等（劣後部

分）が生じ、配当時までにさらにg3円の利息等（劣後部分）が生ずるものと

する。この破産手続において破産債権の普通部分にのみ配当がなされ、その配

当率をrとする。開始時現存額主義に従い、債権者には、彼が開始時に有する

債権の普通部分g1円に配当率rを乗じた金額が配当されるはずであったとす

る。その配当金額をs円とする（s＝g1×r）。

破産手続開始後に主債務者が債権者にh円を弁済したが、そのうちh1円は

普通部分に充当され、h2円は劣後部分に充当されるものとする（g1＞h1、g2

≧h2。h1+h2＝h）。なお、主債務者が期限の利益を喪失しておらず、分割弁済

を続けることができる場合には、hの金額は破産手続開始後の弁済金の合計額

となるが、ここではそのような状況は脇に置くことにする。

問題とその解決 この場合に、債権者が普通破産債権額の配当時現存額の範

囲で配当を受け得ることに異論はない。それを超える部分をどうするかが問題

である。次の⚓つの選択肢が考えられる。

(ａ) 開始時現存額を基準にした配当額s円を劣後部分の配当に充当するこ

とができるといった特別の解釈論を採らない限り、普通部分については、主債

権者が受けるべき配当上限額は（g1−h1）円であり、s＞（g1−h1）の場合に

超過配当の問題が生ずる。債権者は弁済の事実にあわせてこの配当上限額も届

け出るべきであり、債権調査においては、配当上限額が（g1−h1）円である

ことが調査事項に含まれる。劣後部分については、(g2＋g3−h2）円が配当上

限額になるが、g3の値は配当時に確定し、それ以前には未確定であるので、
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劣後部分についてh2円の弁済を受けた旨を届け出れば足りるとせざるを得な

い。ただ、債権調査により法律関係が確定されるべきであることを前提にする

ならば、（［将来確定する劣後的破産債権の総額］−h2）円が劣後部分の配当

上限額であることが確定されるべきである。

(ｂ) 保証人の破産手続において債権者が受ける配当の基準となる普通破産

債権額は開始時現存額であり、他の破産債権者はその金額を控除した配当財団

から配当を受けることを期待しており、配当時現存額（普通部分）を超える配

当額を債権者の劣後部分に充当しても、他の破産債権者の期待が害されるわけ

ではないこと、同じことの言い換えになるが、主債務者が保証人の破産手続中

に弁済しなければこのような超過額が生ずることはないから、保証人の弁済に

よって生ずる超過額を破産財団に帰属させなくても他の破産債権者が不利益を

受けたとは言えないことを理由に、開始時現存額を基準にした配当額ｓ円を劣

後部分の配当に回すことができると考えることもできないわけではない。その

ように考えれば、超過配当の問題は、s＞（g1＋g2＋g3−h1−h2）の場合に生

ずる。債権調査においては、g1、g2及び将来確定するg3の合計額から主債務

者の弁済額（h1＋h2）を控除した金額が配当上限額として調査事項に含まれ

る。

(ｃ) 弁済充当の組替えをすると、どうなるか。主債務者の弁済金（h1＋

h2）円は、まず弁済時における劣後部分g2円に充当され、次に普通部分に

（h1＋h2−g2）円が充当されたとみなされる。残存する普通部分は、（g1−

（h1＋h2−g2））円である。したがって、普通部分については、s＞（g1＋g2−

h1−h2）の場合に、超過配当の問題が生じ、債権者が受けるべき配当上限額

は（g1＋g2−h1−h2）円である。劣後部分について超過配当の問題が生ずる

段階で劣後部分の残存額とみなされるのは、g3円であり、これが劣後部分の

配当上限額となる。

上記の⚓つの内でいずれを採用すべきかと問われれば、（ａ）であろう。保

証人の他の破産債権者は、主債務者が債務を履行することにより保証債権が減

少することを期待することができる立場にあり、主債務者の弁済時に民法の規
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定に従った充当とは異なる充当の合意により普通部分により多くの充当がなさ

れたのであれば、その結果 保証債権の普通部分がより多く消滅したことの利

益を他の破産債権者に享受させてよいと思われるからである。また、普通部分

と劣後部分の区分は、破産債権者間の衡平を確保するために設けられたことを

考慮すると、配当時普通破産債権額を超過する配当額を劣後部分に充当するこ

とは、破産債権者間の衡平を害すると評価すべきである。この理由により

（ｂ）が否定される。（ｃ）は、前述のように、弁済時における合意に従ったの

とは違った弁済充当を擬制しなければならない点で問題がある。債権者が民法

の規定に従った充当の利益を自ら放棄して特殊な充当合意をしたこと自体を非

難する必要はないが、それでも、そこから生ずる不利益は彼に引き受けさせて

よい。

⑶ 保証債権確定後に主債務者が弁済をした場合

保証人の破産手続において保証債権が破産債権として確定した後は、破産債

権者表の記載の既判力により、その標準時前に主債務者が弁済をしたことを主

張して、保証債権の配当時現存額を争うことはできない。しかし、標準時より

も後に主債務者が弁済したことを理由にして配当時現存額を争うことは妨げら

れない。その方法は、後述「⚓ 手続上の問題」で検討することにしよう。

2.4.2 主債務者の破産手続開始後に保証人が弁済等をした場合

主債務者の破産手続開始後に保証人あるいは物上保証人の財産からの出捐に

より債権の一部が消滅し、その後の配当において超過額が生ずる場合に、超過

額を破産財団に帰属させて他の破産債権者の配当に充てるのは不当である。な

ぜなら、保証人は、一部弁済の場合であっても、主債務者に対して求償権を取

得するのであり、主債務者の破産手続開始後の一部弁済の場合にその求償権の

行使が制限されることは、全部義務制度の機能を高めるとの理由によるのであ

り、他の破産債権者に恩恵を与えるためではないからである。保証人が一部弁

済をした結果生ずる超過額を破産財団に帰属させないことにしても、他の破産

債権者が不利益を受けたとは言えず、むしろ、破産財団に帰属させるならば、
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破産財団から配当を得る他の破産債権者が保証人の損失において利得を得るこ

とになるからである。

したがって、超過額は、債権者と保証人との間で分配されるべきである。と

はいえ、劣後的破産債権部分が残存している場合には、保証人はこの部分につ

いて履行義務を負っているので、問題が錯綜する。なお、主債務者について破

産手続が開始された場合には、一部弁済をした保証人も破産債権者として登場

することがあるので、これと区別するために、104条の「債権者」を指す言葉

として「主債権者」の語も適宜用いることにする。

⑴ 保証人からの弁済の充当

一つの債権の保証人が保証債務を履行する場合に、弁済金が被保証債権の全

部を消滅させるに足りないときには、その充当は次のようになされる（議論の

簡易化のために、費用はゼロであるとする）：まず、利息等に充当され、次に

元本に充当される（民法489条⚑項）。被保証債権の利息等の債権が主債務者の

破産手続において普通部分と劣後部分とに分かれる場合には、最初に劣後部分

に充当され、次に普通部分の利息に充当されるとすべきであろう。その方が、

債権者にとって有利であり、かつ、民法489条⚑項は債権者に有利になるよう

に充当順序を定めていると解されるからである。

これを前提にすると、（α）保証人の弁済金が破産債権（被保証債権）の劣

後部分にまず充当され、弁済金に余剰があれば次に普通部分の利息等に充当さ

れ、次いで元本部分に充当されるので、普通部分にも充当されるような一部弁

済がなされた直後には劣後部分は存在しない。もっとも、一部弁済後・配当時

までの時間の経過の中で残存元本債権に対する利息等が再び発生し、それが劣

後部分になる。ただ、その金額はそれほど大きくはないであろう。しかし、

（β）前記最決平成29年の事案では、普通部分である元本から充当された。こ

のため、一部弁済時までに生じた利息等がそのまま配当時における劣後的破産

債権額に含まれることになった。

上記⚒つの場合で、配当時における劣後的破産債権額は何れの場合の方が大

きいかは、一概には言えないが、重利を想定しなければ、通常は前記（β）の
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場合の方が劣後部分が大きくなるであろう。そこで、元本から充当する旨の合

意がどのような意図でなされるのか、それにどのような意味を認めるべきかが

問題になる。

ところで、金融機関は、最決平成29年の事案に限らず、倒産債権の回収に際

しては、法定充当によらずに元本から充当するのが通常であるといわれてい

る80）。その理由は、定かではないが、金融機関が融資した債権については、

（α）元本は回収できたが利息・損害金の一部が回収不能になるのと、（β）利

息・損害金は回収できたが元本の一部は回収不能になるのとで、どちらが会計

処理上好ましいかという問題があるように思われる。おそらく、前者であろう。

債権者が信用保証協会である場合にも、損害金は回収できなかったが代位弁済

額は回収できたということが会計処理上好まれるように思われる。その実現の

ために倒産債権について弁済金を元本から先に充当すること（以下「元本先充

当」という）は、金融機関の会計処理としては不合理ではないと思われる。こ

の会計処理はいわば金融機関の内部的な処理であるので、この会計処理がなさ

れた場合でも、債務者や保証人との関係では、回収金を法定充当の順番に従っ

て充当されたものとみなして普通部分と劣後部分の配当上限額を算定するとの

法的処理も、一応は考えられる。ただ、その法的処理は、面倒な論理操作を必

要とするであろう。むしろ、債務者の破産手続との関係でも、前記の元本先充

当の会計処理を前提にして議論していく方が簡明である。

では、上記の趣旨で元本先充当がなされた場合に、それを破産配当との関係

でどのように評価すべきであろうか。上記の充当が債権者・債務者間の合意に

基づくものである以上、債権者は、≪配当金を劣後部分に充当することはでき

ない≫との帰結を破産配当との関係でも甘受すべきであるとすることにも一理

あり、これと結論を同じくする見解も主張されている81）。

80) 中井康之「開始時現存額主義と原債権者優先主義」松川正毅ほか編『木内古稀・
退官記念 家族と倒産の未来を拓く』（きんざい、平成30年）449頁注27。

81) 中井・前掲（注80）441頁は、次のように述べる：担保財産の「処分代金を自ら
開始時債権額に充当しておきながら、後になって劣後部分が残存していることを理
由に権利行使を認める必要はない」。
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⑵ 主債権者と保証人との間の取合いの問題

しかし、問題の捉え方が不適切なように思われる。各破産債権を普通部分と

劣後部分とに区分し、総ての破産債権者に普通部分全額の配当をした後でなけ

れば劣後部分に配当することができないとの規律は、破産債権者間の衡平を確

保するための規律である。この衡平は、主債権者への配当額を開始時現存額を

基準にして算定することによりすでに達成されている（普通部分への配当額は、

普通部分の額を基準にして算定されるからである）。破産手続開始後に保証人

が一部弁済をした場合に、開始時現存額を基準にした配当額を主債権者に与え

ると、超過額が生ずる場合に、それを主債権者の劣後部分に充当してよいかど

うかの問題は、保証人と主債権者との間の取合いの問題にすぎないのではなか

ろうか。破産手続開始後に一部弁済をした保証人と主債権者との間の配当金の

取合いの問題を、破産債権者全体の衡平の問題と見ることは、適切でない。

[設例⚓] 主債務者の破産手続において、開始時における主債権者の金銭債

権額（普通部分）をg1円とし、その後保証人による一部弁済時までにg2円の

利息等（劣後部分）が生じ、配当時までにさらにg3円の利息等（劣後部分）

が生ずるものとする。この破産手続において普通部分にのみ配当がなされ、そ

の配当率をrとする。開始時現存額主義に従い、主債権者には、彼が開始時に

有する債権の普通部分g1円に配当率rを乗じた金額が配当されるはずであっ

たとする。その配当金額をs円とする（s＝g1×r）。

破産手続開始後に保証人が主債権者に金銭でh円を弁済したが、そのうち

h1円は普通部分に充当され（g1＞h1）、h2円は劣後部分に充当されたものと

する（g2≧h2。最決平成29年の事案では、h2＝0）。

ここで、s＞（g1−h1）であるとすると、超過配当の問題が一応生ずること

になる。超過配当額（配当時の普通破産債権額を超過する配当額）は、（s−

（g1−h1））円である。

しかし、配当時に

ａ 主債権者が有する普通破産債権額は、（g1−h1）円であり、

ｂ 保証人が有する≪求償権の普通破産債権額≫ないし≪求償権確保のため
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に彼が代位取得した原債権の普通破産債権額≫は、h1円である（代物弁済が

なされた場合には、主債権の消滅額と求償権額とが異なる場合が生じ得るが、

ここでは、そのような場合は考察の対象外とする）。

両者（ａとｂ）の合計額は、g1円である。g1円の普通破産債権にs円を与

えることにより、他の破産債権者との衡平が害されることはない。したがって、

超過配当額を主債権者の劣後的破産債権部分に充当すべきか、保証人の普通破

産債権部分に充当すべきかは、主債権者と保証人との間の取合いの問題である。

その取合いの問題について、主債権者と保証人との間で合意が成立している

場合には、その合意に従って配当すればよい。合意がない場合でも、明確な規

律が確立されているのであれば、その規律に従って、破産手続内で配当してよ

い。それ以外の場合には、破産管財人は、超過額を主債権者と保証人との間で

分配されるべき金銭としてプールし、債権者不確知を理由に供託することがで

きるとしてよい。保証人の弁済額や劣後部分の金額等について争いがある場合

には、争いのない範囲内で主債権者に配当すべき金額を算出して彼に配当し、

残余を債権者不確知を理由に供託すべきである。

s 円のうち（g1−h1）円が主債権者に帰属すべきことに問題はない。それを

超過する部分、すなわち（s−（g1−h1））円は、誰にどのように帰属させる

べきか。保証人が劣後部分についてなお保証債務を負っていることを前提にす

るならば、債権者優先の原則に従い，主債権者の劣後部分の満足に至るまで主

債権者に帰属させるべきてある（2.3⑵で述べた劣後部分包含説）。反対に解す

れば、超過額は保証人が受領することになり、主債権者は、保証人に対して残

余の保証債務の履行を請求するという負担と保証人の無資力のリスクを負うこ

とになるからである。破産法104条⚔項はこの規律（劣後部分包含説）を含ん

だ規定と解釈することができるかどうかについては異論があるにしても、少な

くとも、この規律は、同項の趣旨に反するとは言えない。同項は、破産手続開

始後に一部弁済をしたにすぎない全部義務者よりも、債権者に優先的に満足を

与えることを目的とする規定であるからである。また、前記の規律は、民法

502条⚓項の趣旨にも反しない。同項は、直接には一部代位弁済者が取得する
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原債権部分と原債権者に残存する原債権部分との関係を定めたものであり、破

産手続開始前の一部代位弁済者が求償権を行使する場合にも適用があるかにつ

いては見解の対立があるが（前掲補注⚑参照）、ともあれ、債権者に優先的に

満足を得させようとする規定だからである。

とはいえ、主債権者の劣後的破産債権は破産手続開始後に一部弁済をした保

証人の普通破産債権部分に優先して満足を受けるべきであるとの規律が現時点

において判例学説により一般的に承認されていると断言することはできない。

これを前提にすれば、超過部分（s−（g1−h1））円を債権者不確知を理由に

供託することも許されると解すべきである。

なお、前記［設例⚓］において、配当額を主債権者の劣後部分に充当しても

なお余剰がある場合、すなわち、s＞（g1＋g2＋g3−h1−h2）である場合には、

その余剰部分（s−（g1＋g2＋g3−h1−h2））円は、最終的に保証人に与えら

れるべきであり、そのことに異論はなかろう（手続内処理説に従えば、破産管

財人は、199条⚑項⚑号を（類推）適用して、そのように配当表を更正すべき

である。後述参照）。

手続外処理説は、この場合にも、前記余剰は一旦主債権者に配当して、保証

人は主債権者に対して不当利得の返還を請求すべきであるとするが、それは迂

遠であり（手続的負担が重く）、かつ、保証人は主債権者の無資力のリスクを

負うことになる。とりわけ、主債権者について破産手続が開始されている場合

には、保証人にとって悲惨な結果となる。

⑶ 主債権者が劣後部分だけを有する場合――104条⚔項の「その債権の全

額」の意味

破産法104条⚔項によれば、保証人は、主債権者（被保証債権者）の破産債

権の全額を消滅させれば、求償権の範囲内において原債権を行使することがで

きる。同項にいう「その債権の全額」には、（α）劣後部分は含まれないのか、

それとも、（β）劣後部分も含まれるのか。

[設例⚓a] 前記の［設例⚓］において、破産手続開始後の保証人からの弁

済金が主債権者の開始時現存額（普通部分）にまず充当され、その余剰が破産
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手続開始後の利息等の債権（劣後部分）に充当され、その結果、主債権者の普

通破産債権額はゼロになったが、劣後的破産債権はなお残存しているものとす

る。すなわち、g1＝h1；g2＞h2であるとする。

こうした事態はあまり想定したくないのであるが、弁済充当の合意によりこ

ういう事態も生じ得るので、その場合の処理を検討する必要がある。前記

（α）の見解（2.3⑵で述べた開始時債権額説）を採れば、普通破産債権部分は

全額弁済されているから、保証人は、主債権者が有していた破産債権の普通部

分（開始時現存額）を破産手続開始後の弁済により代位取得し、主債務者の破

産手続においてこれを行使することができる（104条⚔項）。そして、主債権者

は劣後的破産債権しか有していないが、それでも全額の満足を得ているわけで

はないから、劣後的破産債権をもって破産手続になお参加し続けることができ

ることは、肯定してよいと思われる。両者が行使する破産債権の部分は異なる

ので、二重請求の禁止に抵触せず、両者がともに破産手続に参加することに問

題はなかろう。しかし、劣後的破産債権への配当がないことを前提にすると、

主債権者への配当額がゼロになり、保証人は求償権（普通部分）について配当

を受けることになる。これでは、主債権者は劣後的部分についての保証債権の

行使として保証人の配当金請求権を差し押さえる必要が生じ、かつ、保証人の

無資力のリスクを負うことになる。それは、全部義務制度の趣旨にそぐわない。

したがって、（α）の見解は採ることができない。

(β）の選択肢（2.3⑵で述べた債権全額説）を採れば、104条⚔項は適用さ

れず、主債権者が配当を受けることになる。ただ、劣後部分への充当が許され

という規律は、現段階においては、判例学説により一般的に承認されていると

は言い難いので、破産管財人が、配当金の取合いの解決を主債権者と保証人と

の間の訴訟に委ねるべく、開始時現存額を基準にして算出された配当金全額を

債権者不確知を理由に供託することも許される。ただし、（s−（g2＋g3−

h2））円が保証人に帰属すべきことは明らかであるから、それが存在する場合

には、破産管財人は保証人にその金額の配当をすべきである。この解決に実際

上の不都合はなかろう。したがって、（β）の見解が採用されるべきである。
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⚓ 手続的問題

全部義務者の一人について破産手続が開始された場合でも、破産者の共同債

務者による債務消滅行為に何らかの時期的制限が生ずるわけではない。債権の

取立てが強制執行や担保権実行の方法によりなされる場合には、最後配当の除

斥期間満了後という破産管財人にとってはあまり好ましくない時期に破産債権

の消滅あるいは移転が生ずることもありうる。しかし、だからといって、その

ような時期における債務消滅は破産手続との関係では考慮せずに、破産手続終

了後に不当利得返還請求等により解決すればよいという考えを採るべきではな

い。破産配当の特性上やむを得ない場合を除き、破産者の共同債務者の財産か

らの出捐による債務消滅は、配当金交付の前のものであれぱ、破産手続におい

ても考慮されるべきである。また、配当額の支払も、実体法上は債務消滅行為

の一種であり、債務消滅行為に関する実体法や執行法の規律の適用を受けると

考えるべきである。

3.1 受託保証人の破産手続開始後に主債務者が弁済等をした場合

以下では、劣後的破産債権については配当がないことを前提にして、別段の

断りをしている場合は別として、専ら普通破産債権にのみ配当がなされる場合

を念頭において議論する。

3.1.1 債権確定前に主債務者が弁済等をした場合

配当上限額とその届出 債権者が受託保証人の破産手続開始後に主債務者か

ら弁済を受けた場合には、配当の基準となる破産債権額を問題にする外に、こ

れから弁済額を控除した金額を配当上限額として問題にする必要が生じ、とり

わけ債権者が債権届出前に主債務者から弁済を受けた場合には、配当上限額も

届出事項とし、債権調査の対象とする必要がある。破産法111条⚑項ではそれ

は届出事項としてあげられていないが、これは、通常の場合には、破産債権額

が配当上限額であり、後者を問題にする必要はなく、111条⚑項は通常の場合
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を想定して規定したからであると理解してよい。

主債務者は、債権者に弁済した場合に、その旨を保証人の破産管財人に通知

すべきものであり（民法463条⚒項参照）、いずれ破産管財人が知ることになる

のであるから、通常は、債権者は、配当上限額が破産債権額と異なるにいたっ

たことを含めて破産債権の届出をするであろう。破産債権の届出をした後で主

債務者から弁済を受けた場合でも、届出の変更（配当上限額の追加届出）をす

べきである82）。もし債権者が、主債務者からの弁済を秘して届出をした場合、

あるいは届出変更の届出をしない場合には、主債務者から弁済通知を受けた破

産管財人は、債権調査による債権確定前であれば、配当上限額の届出がないこ

とについて「認めない」との陳述をすることができる。もっとも、弁済の事実

については債務者が証明責任を負い、主債務者の弁済により保証債務が減少し

たことについては保証人が証明責任を負うのが原則であり、この原則は、保証

人について破産手続が開始された場合にも妥当させてよいので、「認めない」

の陳述に続けて、保証人の破産管財人は、「主債務者がなした＊＊の弁済によ

り、現在の配当上限額は＊＊＊円である」との理由を付すことが望まれる。他

の届出債権者が配当上限額に異議を述べる場合には、このことを異議の理由と

して記載し又は陳述することが必要である（規則39条⚑項・43条⚑項等）。

民法463条の通知 破産債権の確定した事項についての破産債権者表の記載

は既判力を有し（破産法124条）、破産管財人等がその標準時前の事由をもって

確定事項を争うことは原則として許されなくなるので、債務消滅行為をした主

債務者は民法463条⚒項の事後通知を速やかになすべきであり、また、破産管

財人が対応しやすいように、債務消滅行為前にその消滅行為の予定を通知する

ことが望まれる。受託保証人の破産管財人は、認否書の作成あるいは認否の陳

述前に主債務者に弁済等の予定を照会すべきである83）。

82) この届出の変更は、112条⚔項・117条⚒項にいう「他の破産債権者の利益を害す
べき［事項の］変更」にはあたらないので、債権届出期間の経過後でも許される。

83) 保証債務取立訴訟であれば、受託保証人は主債務者に対して訴訟告知（民訴法53
条）をすることになる。債権調査手続に民訴法53条・46条を類推適用（あるいは破
産法13条により準用）することができるか否かは興味深い問題である。
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3.1.2 債権確定後に主債務者が弁済等をした場合

主債務者が破産債権確定後に債権者に弁済し、その旨を破産管財人に通知し

た場合はどうか。破産債権者表の記載に確定判決と同一の効力（既判力）がある

とはいえ、標準時後に生じた事由を主張することは、その既判力に妨げられない。

⑴ 債権者による届出の自主的変更

届出変更の届出 破産債権の届出の取下げが債権の確定後でもできるかにつ

いては、破産債権者表の記載に生じた確定判決と同一の効力を覆滅させること

ができるかという論点に絡んで、肯定説と否定説の対立があるが、いずれの見

解に立っても、配当金受領権の放棄の趣旨での取下げは可能である84）。また、

その対立も、取下げの理由となる事由が既判力の標準時前に生じていた場合に

ついてのこととみるべきである。標準時後の事由（例えば主債務者からの全額

弁済）を理由に取り下げることは、確定判決と同一の効力の覆滅をもたらすも

のではなく、肯定されるべきである。それと同様に、破産債権（保証債権）の

確定後に債権者が主債務者から一部弁済を受けた場合に、債権者がみずからそ

の事実を明らかにして配当上限額の追加届出をすることは可能である。また、

保証人の破産管財人が主債務者から弁済の事実の通知を受けた後、債権者に対

して、配当上限額の追加届出を催告し、これに応じて、債権者がその届出をす

ることもあろう85）。

民法463条の通知 主債務者が弁済等の債務消滅行為をした場合には、（α）

主債務者は、民法463条⚒項所定の通知を保証人の破産管財人に速やかになすべ

きである。配当金交付後に通知がなされた場合には、民法463条⚒項が適用され、

保証人は、破産配当による債務消滅を有効とみなして、破産手続終了後に主債

務者に対して求償権を主張することができ（求償金を追加配当の原資にするこ

とができるのであれば、破産管財人が求償権を行使することができ）、主債務者

は二重払を強いられる。（β）債権者も、主債務者から弁済を受けたことを速や

かに裁判所及び破産管財人に届け出るべきであり、主債務者からの弁済額を考

84) 伊藤眞『破産法・民事再生法（⚔版）』（有斐閣、2018年）660頁以下。
85) この届出について、破産規則33条参照。
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慮すると超過配当になるときは、配当金交付の段階では配当金の受領を辞退す

べきであり、配当金受領後でも超過配当額86）を不当利得として破産管財人に

返還すべきである。他方、（γ）破産管財人は、最後配当又は中間配当におけ

る配当金を債権者に交付する前に、民法463条⚑項所定の事前通知を主債務者

になすべきであり、配当金交付後は同条⚓項所定の事後通知をなすべきである。

⑵ 債権者が任意に変更届出をしない場合

問題は、破産債権者が債権届出の変更の届出をしない場合の手続である（主

債務者から弁済通知を受けた破産管財人が債権者に対して変更届出の催告をし

たにもかかわらず、債権者がこれに応じない場合が特に問題になる）。主債務

者からの弁済の有無及び弁済額は、最終的には判決手続により解決されるべき

問題であるので、その提訴責任を破産管財人と債権者のいずれに負わせるべき

かが問題になる。可能な選択肢として、次のことが考えられる。

⒜ 破産管財人に負わせる（選択肢⚑) 破産債権者表の既判力の基準時

より後に主債務者が弁済をした場合には、その事実を主張することは既判力に

よって遮断されない。破産管財人や他の破産債権者は、弁済の事実を主張して

破産債権者表の更正を求めることができるのでなければならない。破産法には、

その趣旨の明文の規定はないが、規定がないことは、更正を禁止する趣旨では

なく、単に、通常問題になることではないので規定を置かなかったにすぎない

と理解すべきである。破産債権の存在と内容がすでに既判力をもって確定して

いることを尊重するならば、有名義債権に対する異議の主張に準じて、破産管

財人は、債権者を被告にして、破産債権確定訴訟の一種として、「被告は、＊

＊の普通破産債権について、＊＊＊円を超えて配当を受けることができないこ

とを確定する」（「＊＊＊円」は、主債務者からの弁済後に残存する普通破産債

権額である）との判決を求める訴えを提起すべきてある87）。この訴えは、確認

86) 主債務者が保証人に対して求償権を取得することはあり得ないので、ここにいう
「超過配当額」は、［配当額］から［普通破産債権の配当時現存額（配当上限額）］
を控除した金額である。

87) 在外財産からの弁済の場合には、「被告は、他の同順位破産債権者への配当率が
＊＊＊に達するまで配当を受けることができないことを確定する」との判決を求 →
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の訴えの一種である（以下「配当上限額確定の訴え」という）。その請求認容

判決が確定すれば、破産管財人は、それを裁判所に提出して、破産債権者表の

記載の更正（配当上限額の追記）を求めることができる。

他の破産債権者にもそのような確定訴訟の原告適格を認めるべきかが問題と

なるが、否定する理由はなく、肯定すべきである。ただ、その判決の効力は破

産管財人にも及ぶとする必要があり（したがって、破産管財人がこの訴訟の開

始を適時に知ることができるようにする必要があり）、かつ、出訴期間を設け

ることも困難であることを前提にすると、≪他の破産債権者は訴えの提起後、

破産管財人に訴訟告知をすべきであり、それをしなければ訴えは不適法になる≫

という形で訴訟告知を強制すべきである。

⒝ 債権者に負わせる（選択肢⚒) 破産管財人は、配当表の作成し更正

する権限を有している。主債務者から弁済を受けた債権者が配当上限額の追加

届出をしない場合でも、配当表を更正することができ、これに不服のある債権

者は、配当上限額確定の訴えを提起すべきである。

⒞ 提訴責任分配手続を介在させる（選択肢⚓) 破産債権確定後の権利

変動をめぐる紛争の解決のために、125条以下の規定を類推適用できるものと

して、破産債権査定手続に類似した手続として配当上限額査定手続を設け、破

産管財人は査定申立の責任を負い、査定に異議のある者は査定異議の訴えを提

起する責任を負うとすることが考えられる。

実定法を離れて言えば、（ｃ）でよいと思われるが、解釈論としては（ａ）が

採用されるべきであろう。なお、債権調査により確定した破産債権について、破

産管財人等が既判力の標準時後の事由による債権消滅を主張する手段は、破産債

権確定訴訟ではなく、請求異議の訴えであると一般に解されており、私もかつて

はそのように解していた88）。しかし、確定した破産債権についての配当表の記載

は破産債権者間で債務名義になるものでないことはもちろん、破産財団の管理処

分権者である破産管財人との関係でも債務名義になるものでもないから（もし債

→ める訴えになる。
88) 中野＝道下編・前掲（注68）277頁（栗田）。
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務名義になると考えれば、127条⚑項により異議者等により受継された訴訟をど

のように位置づけるのかという問題にまで発展する）、請求異議訴訟と位置づけ

ることは適切でなく、確認訴訟の一種と位置づけるべきである。見解を改める。

⑶ 最後配当の除斥期間との関係

破産債権者表の更正は、判決確定後になされるべきであるので、（α）それ

以前に最後配当表の除斥期間が満了する場合や、さらには、（β）除斥期間満

了後に主債務者が弁済をし、配当金交付前にその通知が破産管財人に到着した

場合にどのようにするかが問題になる。前者の場合には、202条⚑号を類推適

用し、債権者への配当額を供託すべきである。後者の場合に、破産管財人は、

配当金を債権者に一旦交付してから不当利得返還請求をするということも考え

られないわけではないが、迂遠であり、かつ、債権者の無資力のリスクを保証

人の破産財団が負うことになり、採用できない。破産管財人は、債権者への配

当金交付を停止して、速やかに配当上限額確定の訴えを提起すべきである、と

解するのがよいであろう（この訴えの提起後は、（α）の場合と同様に202条１

号が類推適用される）。この訴えの提起については、裁判所の許可が必要であ

り（78条⚒項10号）、裁判所の許可を得られない場合には、債権者に配当金を

交付すべきである。もっとも、最後配当の配当額の通知は既に発せられており、

知れている財団債権者への弁済も終了しているので（203条参照）、配当上限額

確定訴訟の費用を破産財団からどのように捻出するかの問題が生じ、除斥期間

満了後この訴えを提起することが難しい場合が多いと思われる。ただ、そうで

あっても、建前としては、上記のように解すべきであろう。もし、配当上限額

確定請求が認容されれば、破産債権者表と配当表を更正し、債権者には超過額

を除いた金額が配当され、超過額は追加配当の原資になる（215条⚑項）。

破産管財人が配当上限額確定訴訟を提起しない場合には、超過配当がなされ、

それは破産者（保証人）との関係で不当利得になり、その返還請求権は破産者

に帰属し、破産者が破産手続終了後も存続する法主体（個人）である場合には、

彼が不当利得返還請求権を行使することになる89）。

89) 破産管財人が追加配当のためにこの不当利得返還請求権を行使することは、理 →
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3.2 主債務者の破産手続開始後に保証人が弁済等をした場合

3.2.1 届出名義の変更の手続

⑴ 議論の状況

(ア）裁判所に届け出られた破産債権は、種々の原因（債権譲渡、代位取得、

転付命令等）で他者に移転することがある。その移転は他の破産債権者の利益

を害するものではないので、破産法は、届出名義の変更の制度を設け、簡便に

変更することを認めている（113条）。これに関する議論の概況を見ておこう。

債権取得者（新債権者）が届出名義の変更を受けるためには、届出名義の変

更の届出（以下「名義変更届出」という）をすることが必要である。これは、

債権取得者が証拠書類を添付して単独で行うこともできるが90）、実務上は、新

旧債権者の連名による届出が通常であり91）、この場合には届出書自体から債権

の移転が明らかであるので証拠書類の写しは必要ないとされている92）。

名義変更届出がなされると、裁判所書記官が提出された書類から債権の移転

（帰属の変更）が認められるかを審査し93）、移転があったと認められる場合に

→ 論的には可能であるが、訴訟費用を考慮すると、実際上困難であると思われ、その
場合を想定すると本文のような結論になる。

90) 届出名義の変更の届出の方式は、破産規則35条で規定されている。証拠書類の写
しの添付は、35条⚒項・32条⚔項⚑号により必要である。

91) 保証人が弁済の方法により債権者を満足させる場合には、弁済時に領収書ととも
に連名の届出書の作成を得ることができるが、相殺や強制執行・担保執行の方法に
より債権者が満足を受ける場合には、保証人が連名の届出書の作成を得ることがで
きるとは限らない。

92) 竹下守夫・編集代表『大コンメンタール破産法』（青林書院、2007年）477頁（林
圭介）、全国倒産処理弁護士ネットワーク編『注釈破産法（上）』（きんざい、平成
27年）743頁（山形康郎）。なお、重政＝大林・前掲（注79）117頁も参照。

93) 伊藤眞ほか『条解破産法（⚒版）』（弘文堂、2014年）814頁は、新債権者が単独
で変更届出を行い、「裁判所書記官がその真否を確認し（公証行為）、確認できれば
破産債権者表にその旨を記載する」と述べる。ここで問題になっているのは、≪裁
判所書記官が直接関知しない事実に関する文書≫ないし≪彼が作成に関与していな
い文書≫であり、そのような文書の真否を確認する行為を公証行為と言っても、そ
の通用力は限られよう。むしろ、裁判所書記官は、証拠書類の写しから債権移転の
有無を判断すると考えてよいと思われる。この視点から、本文では、「審査」の語
を用いた。それは、民事執行法27条⚑項・⚒項の規定による執行文付与の際に行 →
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は、破産債権者表に変更の記載をし、それが認められるとはいえない場合には、

法律関係を明確にするために、裁判所が名義変更届出を却下する94)95）。

(イ）問題は、権利移転に争いがある場合の処理手続である。

(ａ）債権調査終了前に名義変更届出がなされたが、名義変更届出が裁判所

により却下された場合でも、破産債権を取得したと主張する者（以下「権利取

得主張者」という）は、通常の届出債権者として96）、旧債権者の破産債権に異

議を述べることができ、逆に名義変更届出が却下されなかった場合には、旧債

権者は届出債権者として新債権者の破産債権に異議を述べることができる97）。

→ われる審査と同性質のものであると思われる。
94) 全国倒産処理弁護士ネットワーク編・前掲（注92）745頁（山形）。
95) 裁判所により却下の決定がなされた場合に、新債権者はこれに対して即時抗告を
することができるかが問題となる。この問題については、債権届出全般に通じる問
題として、肯定説と否定説とがある。この点の議論について、伊藤眞＝松下淳一＝
山本和彦・編『新破産法の基本構造と実務』（有斐閣、ジュリスト増刊、2007年）
148頁以下参照。即時抗告を認める明文の規定がないことを理由にこれを否定する
文献として、全国倒産処理弁護士ネットワーク編・前掲（注92）746頁（山形）が
ある。本稿では、この問題に立ち入る必要は乏しい。とりあえず、否定説を前提に
して論述を進めることにする。

96) 権利取得主張者が通常の届出債権者となるためには、彼が取得したと主張する債
権を破産債権として別途届け出ることが必要であるかについては、次のような見解
が対立している：（α）若干の敷衍を含めて言えば、名義変更届出自体に通常の破
産債権届出の効力を認め、権利取得主張者はそのまま異議の申出をすることができ
るとする見解（兼子一・監修『条解会社更生法（中）』（弘文堂、昭和62年⚔刷（補
訂））599頁）；（β）「名義変更届出が却下された者を「届出をした破産債権者」と
扱うことは相当でない」とする見解（伊藤ほか・前掲（注93）815頁。全国倒産処
理弁護士ネットワーク編・前掲（注92）746頁（山形）もこれを前提にしていると
思われる）。（β）の見解を前提にすれば、権利取得主張者は、債権届出の方法とし
て、名義変更届出の方法と、通常の債権届出の方法の⚒つを有し、前者が主位的な
方法であり、後者が予備的な方法となるが、迅速な処理が必要であるので、両者を
同時にすることも許されよう（届出書の標題は、「名義変更届出書（主位的届出）
兼破産債権届出書（予備的届出）」でよいであろう）。

97) 全国倒産処理弁護士ネットワーク編・前掲（注92）746頁（山形）。この場合に、
伊藤ほか・前掲（注93）816頁は、「旧名義人は、新名義人の届出債権に異議を述べ
るために、あらためて破産債権届出を行うことが必要になる」と述べる（伊藤・前
掲（注84）660頁注26もこれを前提にする）。先になされた債権届出は名義変更が →
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すなわち、名義変更届出が却下されたか否かは、誰が破産債権者であるかを確

定するものではないが、異議陳述責任の分配機能を有することになる。

(ｂ）債権調査終了後に権利が取得されたと主張され、旧債権者がこれを争

う場合はどうか。破産法に関してはこの場合を取り扱った先例はないが、会社

更生事件に関しては次の先例がある。

東京地判昭和32年⚔月10日下民集⚘巻⚔号736頁 債権調査期日において

異議なく確定した更生債権（手形債権及び小切手債権）を計画認可前にＹ社か

ら譲り受けたと主張するＸが名義変更の届出をしたが、更生会社の管財人がこ

れに応じないため、譲渡人を債権者にしたまま更生計画が認可された場合に、

Ｘ（原告）が、管財人及び譲渡人を被告にして当該債権が原告に属することの

確認請求、管財人に対して給付請求の訴えを提起した。裁判所は、次のように

説示して、原告はこの訴えについて権利主張の利益を欠くとして、請求を棄

却98）した：「原告が其権利を主張する方法は会社更生法第128条により届出名

義の変更を受け名義変更につき争あるときは債権確定手続で争うべきものであ

るところ原告が右届出名義の変更を受けたことは之を認める証拠がなく前記の

如く更生債権表には被告Ｙ社が記載されかくして更生計画の認可決定があり同

被告の更生債権について計画上の権利が認められた以上その権利内容並権利主

体については計画認可の段階では利害関係人に於て一切不可争の状態に置かれ

以後別個の裁判により当該更生債権の帰属に付之を争うことができないことは

同法第240条第243条第245条等の規定からして窺われ99）従て原告と被告Ｙ社間

に於て譲渡に関し争があれば右当事者間のみの争として別個に処理さるべきで

ある」。

→ なされたことにより効力を失ったとの考えを前提にしていると推測されるが、形式
的にすぎ、また、債権届出期間経過後では特別の債権調査が必要になり、旧名義人
の負担が重くなりすぎる。従前の債権届出は、新名義人の届出債権に対する異議と
の関係では、なお効力を有していると考えたい。

98) ｢権利主張の利益を欠く」と「請求を棄却」との整合性が気になるが、判決文で
はそのように記されている。

99) 判例集では「窮われ」となっていたが、タイプミスと認めて補正した。
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これに対して、本案の裁判をすべきであったとする見解が出された。計画認

可により権利内容及び権利主体が不可争な状態になるという意味での拘束力が

生ずることを認めるとしても、「権利主体については債権表に確定した旨が記

載された時点に遡ぼりその時点で誰が権利者であったかを確定するにすぎず、

認可時点においてなおその者が権利者であることまで争えなくするものではな

い｣100）。

そして、債権譲渡の時期に従って場合分けをし、債権の帰属を次のような方

法で争うことができると主張された：（α）届出期間内の債権譲渡であれば、

譲渡人と譲受人の双方が債権を届け出て、債権確定訴訟；（β）届出期間経過

後・一般の調査期日が開かれる前であれば、届出の追完を許し、債権確定訴

訟；（γ）譲渡が主張されている債権について調査期日が終了した後で（とり

わけその確定後に）譲渡がなされた場合には、譲受人は、譲渡人及び管財人を

被告にして、その債権が自己に属することを確定することを求める訴えを提起

する101）。

昭和27年会社更生法について主張されたこの考えが、平成16年破産法につい

て支持されている。すなわち、（α）と（β）の場合については前述したとお

りであり、（γ）の場合については、権利取得主張者は、「自らが権利を有し、

破産債権者として取り扱うべきことの確認を求める」訴訟を提起し、その勝訴

判決をもって破産管財人に配当受領を申し出ることになると解されている。た

だし、その訴訟の被告となるべき者については、破産管財人及び旧債権者（確

定した破産債権の名義人）とする見解102）と、旧債権者のみを被告とすれば足

りるとする見解103）とがある。

100) 青山善充「裁判に現れた会社更生法の諸問題」民訴雑誌16号（1970年）306頁。
101) 青山・前掲（注100）304頁、兼子・監修・前掲（注96）599頁以下。
102) 斎藤秀夫ほか編『注解破産法（第三版・下）』（青林書院、平成11年）491頁、竹
下・編・前掲（注92）477頁（林圭介）、全国倒産処理弁護士ネットワーク編・前掲
（注92）746頁（山形）、伊藤ほか・前掲（注93）816頁。

103) 伊藤・前掲（注84）660頁注26。
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⑵ 問題の検討

[設例⚔] ある債権αが債権者Ｇと債務者Ｓとの間で発生した後にＳについ

て破産手続が開始された場合に、債権届出期間内にＧがその債権を破産債権と

して届け出るとともに、その債権を破産手続開始前にＧから取得したと主張す

るＤもその債権を届け出た場合に、破産管財人はどうすべきか。ＧとＤとの間

では債権の移転について争いがあり、裁判所書記官がいずれの届出債権も破産

債権者表に記載したものとし、また、債権αについてのＧの届出内容とＤの届

出内容は同じであり、破産管財人としては、その存在及び内容には異論がない

が、現在の債権者がいずれであるかについて判断がつきかね、また、いずれで

あってもよいものとする。

(ａ）破産管財人不関与方式 平時であれば、債務者は債権者不確知を理

由に弁済供託（民法494条⚒項）をし、債権がＧとＤの何れに帰属するかは

Ｇ・Ｄ間の債権帰属確認訴訟に委ねるのが通常である。それと同様な処理が破

産手続においてもできてよいように思われる。ただ、破産管財人が債権調査の

段階で弁済供託をすることはできないので、工夫が必要になる。この場合には、

裁判所書記官が「債権者：Ｇ又はＤ、債権の発生原因・額等：ＧおよびＤ提出

の届出書記載のとおり」という内容の破産債権表（個別）を作成するという処

理又はこれに類する処理でよいのではなかろうか。Ｇ・Ｄ間の訴訟でいずれに

帰属するかが確定すれば、その旨を前記破産債権者表（個別）に記載し、配当

表には、帰属が確定した債権者を記載する。もし、最後配当の除斥期間の満了

時までに帰属が確定しなければ、配当表にも配当を受ける破産債権者として

「Ｇ又はＤ」を記載し、配当金の支払方法は、債権者不確知を理由とする弁済

供託とする。

(ｂ）破産管財人関与方式 もう一つの方法として、次のようなことが考

えられる。ＧとＤとが無名義債権者であることを前提にして、このような場合

には、破産管財人は、いずれの届出にも「認めない」との陳述をし、かつ、Ｇ

もＤも相手の届出に異議を述べる。Ｇは、破産管財人とＤを相手方として破産

債権査定の申立てをし、Ｄは、破産管財人とＧを相手方として査定申立てをす
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る。裁判所は、双方の査定手続を併合して矛盾のない査定をする。査定におい

て、例えば、Ｇが債権者とされ、Ｄの債権について「破産債権額を0円である

と査定する」との決定がなされた場合には、破産管財人とＤがＧを被告にして

査定異議の訴え提起する。

今問題にしている［設例⚔］の場合には、どちらの方式を採ってもよいと思

われる。ただし、破産管財人の負担軽減の面からすれば、（ａ）の方式の方が

好ましい。他方、届出債権の内容が異なる場合には、破産管財人の関与が必要

となり、（ｂ）の方式によるべきことになる。これ以外にもさまざまなケース

が考えられるが104）、本稿で立ち入る必要はないであろう。［設例⚔］の場合に

は破産管財人不関与方式を採りうることを強調しておけば足りる。

3.2.2 破産手続開始後・配当前の破産債権の差押え・債権移転

破産手続には多数の債権者が登場するので、破産管財人が配当を誤りなく行

うことができるように、配当を受けるべき者を可能な限り予め確定しておき、

その後の変動はできだけ少なくしておくことが望まれる。他方で、破産債権と

いえども、強制執行や取引の対象となり、強制執行制度の機能（信用秩序の維

持）や取引の自由は、破産手続による配当との関係でも尊重されるべきである。

そして、破産債権に対する差押命令は、破産管財人に対してなされるべきであ

り、債権譲渡の対抗要件としての譲渡通知は、破産者自身ではなく、破産管財

人に対してなされるべきである。

⑴ 届出名義の変更届出の終期に関する議論の状況

もっとも、破産管財人が最後配当表を作成して裁判所に提出した後で破産債

権の移転があった場合には、破産配当の円滑な実施との兼ね合いで、微妙な問

題が生ずる。一般に、名義変更届出の終期については、次のような見解がある。

（α）配当表に記載され配当額通知を受けた債権者が確定的に配当受領権を取

104) 例えば、［設例⚔］において、Ｇのみが名義を有している場合、あるいは、Ｇが
第一審で給付判決を得ていて、控訴審係属中にＳについて破産手続が開始され、Ｄ
はその訴訟手続にまだ参加していない場合。
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得することを理由に、最後配当の除斥期間満了時と解する見解；（αʼ）最後配

当の除斥期間満了後に債権者の変更があっても、配当額の通知は配当表に従っ

て旧債権者になされ、通知により旧債権者が具体的な配当請求権を取得すると

述べつつ（要するに、（α）を前提にしつつ）、配当額通知後であっても、新旧

債権者と連名で名義変更届出書及び送金先変更届出依頼書を破産管財人に提出

した場合には、配当金請求権の譲渡がなされたものとして、新債権者に配当金

を交付することが可能であるとする見解；（β）届出名義の変更により他の破

産債権者が害されるわけではなく、配当額通知を受けることによって破産債権

者の配当受領権が確定するのであるから、配当額通知までの間は名義変更が可

能であるとの見解；（βʼ）これを前提にしつつ、配当額通知後の債権譲渡は、

配当請求権の譲渡と扱われるとする見解105）。

(βʼ）は、名義変更届出は必要ないとの趣旨を含むのか明瞭ではないが、

「破産債権自体の譲渡」とは異なる「配当請求権の譲渡」として扱うとの記述

は、「破産債権の届出名義の変更届出は必要ない」との趣旨を含むと理解して

よいであろう。この点についての（αʼ）の趣旨も必ずしも明瞭でないが（α

105) 増田輝夫＝原武一實＝廣瀬和康『破産事件における書記官実務の研究』（司法協
会、平成⚗年）148頁（旧法下の文献。αを主張）、竹下編・前掲（注92）476頁
（林）（αを紹介し，βを主張する）、山本克己＝小久保孝雄＝中井康之・編『基本
法コンメンタール・破産法』（日本評論社、2014年）259頁（日景聡）（αを紹介し、
ἀを支持する）、重政＝大林・前掲（注79）117頁（αとἀを紹介）、全国倒産処理
弁護士ネットワーク編・前掲（注92）744頁（α・ἀ・βを紹介。αʼを許して問題
ないとする）、伊藤ほか編・前掲（注68）814頁（α・ἀ・βを紹介。ἀを許して
問題ないとする）、中山孝雄＝金澤秀樹・編『破産管財の手引（⚒版）』（金財、
2018年）298頁（ἀ）、伊藤・前掲（注84）659頁注25（βとβ̓）、岡伸浩＝小畑英一
＝島岡大雄＝進士肇＝三森仁・編著『破産管財人の債権調査・配当』（商事法務、
2017年）214頁（βを主張し、ἀの結論部分を紹介）。なお、（α）を主張する文献
として、旧法についての注釈書である斎藤ほか編・前掲（注102）491頁（高橋慶
介）が挙げられることが多いが、同書では、「届出名義の変更」と「届出事項の変
更」とに分けて書かれており、後者については「通常の債権届と同様に考えてよ
い」と述べ、除斥期間満了時を届出の終期としているが、前者の届出の終期につい
ての記述は、490頁から491頁に見あたらない（490頁に「届出書の記載事項および
添付書類は一般の届出に準ずる」との記述はあるが、これは届出の終期についての
記述ではない）。
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を前提にしているので、配当額通知後は名義変更届出の余地はないと読む余地

はあるが）、「連名で名義変更届出がなされた場合には、最後配当の除斥期間満

了後であっても、例外的に名義変更届出を認める」との趣旨を含むと理解して

よいであろう。

現在では、（α）の見解だけを主張している文献は少ない（注105参照）。

（αʼ）さらには（βʼ）が支持されているとみてよいと思われる。そして、（βʼ）

からは、配当額通知後であっても破産債権者（差押債権者も含めると、配当受

領権者）の名義変更届出に応ずることが実務的には可能であること（実務上著

しく困難とは言えないこと）を窺い知ることができる。

⑵ 確定破産債権が譲渡された場合の名義変更届出の要否

確定した破産債権が譲渡された場合に、破産管財人がその譲渡を有効と認め

て新債権者に配当額を支払う前提として、新債権者は名義変更の届出をして、

破産債権者表及び配当表にその旨を記載してもらうことが必要であるかを検討

しておこう。この問題は、債権譲渡以外の事由（転付命令や弁済者代位）によ

る債権の移転にも共通する問題であるが、議論は債権譲渡の場合についてなさ

れている。

大審院昭和18年⚒月12日民集22巻69頁106）は、若干端折っていえば、次のよ

うな事案である。破産者Ａに対するＸの破産債権が異議なく確定し、Ｘが第⚑

回中間配当の配当金を受領した後で、Ｘがこの破産債権をＢに対する債務の担

保として信託的に譲渡した（破産管財人Ｙへの通知によりＢは対抗要件を具備

した）；Ｘは、Ｃからの借り入れによりＢに対する債務を返済するとともに、

Ｃに対する債務の担保として前記破産債権を信託的に譲渡した（Ｘの指示によ

り、ＢからＣへの譲渡をＢがＹに通知し、これによりＣは対抗要件を具備し

た）；Ｃが事情を知らないＺにこの債権を売却した（この債権譲渡をＣがＹに

106) 本件については、次の判例研究等がある。兼子一『判例民事法（昭和18年度−昭
和21年度）』24頁（判旨に反対し、原判決と同じ見解をとる。なお、本文の事案の
紹介における人物の記号は、これに揃えた）、藤江忠二郎・民商法雑誌18巻⚓号301
頁（判旨に賛成）、清水並人・銀行研究45巻⚓号76頁（判旨に賛成）。
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通知し、これによりＺは対抗要件を具備した）；これを知ったＸは、ＣからＺ

への債権譲渡は無効であると主張して、Ｚへ配当金を交付しないようにＹに⚔

回注意した；⚔回目の注意は、Ｘの主張によれば、Ｙを被告にして破産債権が

原告に属することの確認の訴えを提起したことの証明書を添付してなされた；

しかし、Ｙは、Ｚに債権届出をさせることなく配当金をＺに支払った；そこで

Ｘは、Ｙに対する訴えを変更し、確認請求から善管注意義務違反を理由とする

損害賠償請求に交換的に変更するとともに、Ｚに対して不当利得返還請求の訴

えを提起し、両人に対する訴えが併合審理された。第一審・控訴審とも、破産

管財人の善管注意義務違反により生じた損害の賠償は、破産管財人個人に求め

るべきであるとして、「破産者Ａの破産管財人Ｙ」を被告とする賠償請求を棄

却し、Ｚに対する請求は、Ｚが有効に本件破産債権を取得していることを理由

に棄却した。破産債権の譲渡については、破産裁判所にその届出をなす等の承

継手続が必要である旨をＸが主張しているので、控訴審は次のように説示し

た：「確定せる破産債権の譲渡は破産法235条に所謂他の破産債権者の利益を害

すへき変更を加へたる場合に該当せさるを以て、譲渡の事実を破産裁判所に届

出て債権調査を経たる上債権表を変更するの手続を履践するの必要なきものと

認む」（名義変更届出不要説。なお、原文はカタカナ書であり、次の大審院判

決も同じである）。

Ｘは、上告理由において、この説示を非難した。大審院は、原判決の結論を

正当としつつも、この点について、次のように説示した：善意のＺがＣから有

効に債権を取得した以上、ＹがＺの債権譲受けを認めて新権利者たるＺに対し

配当を実施したことは、「若し破産裁判所に対して右譲受けの届出なく随て其

の債権者がＺとなりたること及其の氏名住所か債権表に記載せられす随て又配

当表に債権者として同人の氏名住所を記載せすして右配当を実施したるものと

せは手続上不適法たるを免れす」（名義変更届出必要説）と雖も、Ｘに損害が

生ぜしめたるものということはできない。

原判決は、その当時既に主張されていた同趣旨の学説107）に従ったものと思

107) 加藤正治『破産法研究第⚗巻』（有斐閣、昭和⚒年）304頁。
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われる。上告審判決の前記引用部分（カギカッコを付して引用した部分）の説

示は、結論に影響しない説示であり傍論であるが、大審院は、原判決の説示し

た見解が破産実務において定着することを阻止する必要があると考えてこの説

示をし、またわざわざ判例集おいて判示事項として取り上げられたものと推測

される。それゆえ、傍論ではあるが重要な説示と評価すべきである。この説示

について、賛否が分かれた。原判決の立場を支持する文献と、大審院の見解を

支持する文献とがある（注106参照）。

確かに、確定した破産債権が譲渡された場合に、他の破産債権者への配当額

が変わるわけではなく、他の破産債権者への配当は配当表に従ってすればよい

ので、譲受人に名義変更届出をさせる必要性は、他の破産債権者との関係では

非常に低い。また、譲渡人が債権譲渡の効力を争っていないことが明らかな場

合には、譲渡人たる破産債権者との関係でもその必要性は低い。したがって、

この場合に限っていえば、名義変更届出不要説にも一理ある。では、大審院は、

旧債権者と新債権者との間で債権の移転について争いがない場合を除いたその

他の場合について、前記説示をしたと見るべきであろうか。事案は債権譲渡に

争いがある場合であるので、そのように読む余地は十分にある。しかし、判決

文にはそのような限定は示されていない。債権の移転について争いがない場合

であっても、新債権者に名義変更届出をさせて、債権表（現在では破産債権者

表）に新債権者の住所・氏名等を記載させ、配当表にもその旨を記載すべきで

あるとの説示と読むのが妥当であろう。

大審院の説示（名義変更届出必要説）は、次の理由により支持されるべきで

ある108）。（α）破産管財人の監督の観点から言えば、破産管財人が新債権者

108) 免責制度の利用が普及している現在では、破産者が個人の場合でもあっても、破
産手続終了後に破産債権者表を債務名義にして破産者の自由財産に対して強制執行
がなされることは少ないであろうが、それでもあり得るのは確かである。その場合
に、破産債権者表に新債権者が破産債権者として記載されていれば、彼は、その記
載によりただちに強制執行の申立てをすることができる。これも名義変更届出必要
説を支持する補助的な理由になり得る。ただ、旧債権者が破産債権者として記載さ
れている破産債権者表に承継執行文を得ることも可能であるので（加藤・前掲（注
107）304頁、兼子・前掲（注106）28頁）、重要な理由というわけではない）。
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と認定した者に配当すれば足りるとするだけでは不十分であり、彼が破産配当

を適正に行うための担保として、配当金支払時に誰が債権者であったかは破産

債権者表及び配当表に記載されるべきである；また、破産者の視点から言えば、

それらの書類の閲覧を通じて破産者が自己の財産から誰のどのような債権につ

いてどれだけの満足が与えられたかを知ることができるようにしておくべきで

ある（これらは、「配当手続の適正化機能」ということができる）。（β）破産

債権の移転について、新債権者（権利取得主張者）と旧債権者（本件の例に見

られるように、新債権者の直前の債権者とは限らない）との間に争いがある場

合には、旧債権者に債権移転を争う機会を与えることが必要である；新旧両債

権者の手続的権利の保護の視点からは、有効な権利移転があったか否かの問題

は、破産管財人限りで解決するよりは、破産事件を担当する裁判所が関与する

形で解決する方が好ましい；そのためには、≪配当を受けるべき者は誰かの問

題≫は、≪破産債権者表に現在の債権者として記載されるべき者は誰かの問題

≫として扱い、新旧債権者に両者間で破産債権の帰属を確認する訴訟を提起す

る機会を与え、その結果を破産債権者表に記載し、それに応じて配当表の記載

の更正が必要になるのであれば更正のうえ、配当表に従って配当することが望

ましい（これは、「紛争解決ルート確保機能」ということができる）。

ところで、大審院は名義変更届出をすることができる終期について説示して

いない。破産管財人が配当金を交付するまではできると述べているわけではな

いが、事案に即して読めば、新債権者に配当金を交付する前に債権表及び配当

表に新債権者の住所・氏名等を記載しておくべきであるとの趣旨を説示してい

るのであるから、名義変更届出の終期は、配当額支払時と解してよい。（γ）

そこから、配当額通知を発した後・配当金交付前に破産債権の移転があった場

合でも、名義変更手続を履践すれば新債権者に配当金を交付してよいとの結論

を導出することができるかについては見解は分かれようが、肯定してよいと思

われる。なぜなら、後述のように、破産債権について差押命令及び転付命令が

発せられ、命令書が旧債権者への配当金支払前に破産管財人に到達した場合に

は、破産管財人としては、転付債権者に配当金を交付せざるを得ないからであ
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る；この場合には、破産債権者表や配当表の更正の必要性は高くなく、単純に

差押命令書や転付命令書の正本ないし写しを配当表や破産債権者表に添付する

だけでも足りるようにも思えるが、ただ、そのようにしたところで、その添付

の意味は、やはり破産債権者表等の実質的な更正とみるべきであろう；そうで

あるならば、転付命令書は≪新旧債権者の連名の名義変更届出書≫と同様に権

利移転の確実な証明文書として扱い、転付債権者に名義変更届出書を裁判所に

提出させる方が、ルールが単純になってよい。（γʼ）これを前提にすれば、条

文解釈は次のようになる：最後配当の除斥期間満了前であれば、確定破産債権

の移転は、199条⚑項⚑号にいう「破産債権者表を更正すべき事由」である；

除斥期間満了後に確定破産債権が移転しても、それは他の破産債権者の配当額

に影響せず、したがって配当手続を混乱させることはないのであるから、名義

変更届出については、最後配当の除斥期間経過後であっても、199条⚑項⚑号

の類推適用を認めてよい；またそれを認めないと、権利取得者が不利益を受け、

ひいては各種の債権移転制度（特に転付命令の制度）の機能が損なわれる。

（δ）権利取得主張者から破産管財人に対して債権移転に関する通知がなされ

た場合、あるいは転付命令書等の送達があった場合には、破産管財人は、権利

移転の効力が生じたか否か（対抗要件の具備が必要な場合には対抗要件が具備

されたか否か）を権利取得主張者の提供する資料等に基づいて調査し、調査の

結果 破産債権者表を更正すべき事由があると認めるときは、ただちに配当金

交付を停止すべきである。債権移転の証明資料としては、新旧両債権者の連名

の名義変更届出書の提出が安全確実であるが、それに限定する必要はない。旧

債権者への支払を停止するのに値するだけの証明資料であれば足りるとすべき

である（破産債権者が保証人の財産に対する強制執行や担保執行により破産債

権の全額の満足を得、破産債権が保証人に移転した場合などには、保証人が連

名の名義変更届出書を調達することができるとは限らず、執行手続における配

当金額等の証明文書で足りるとすべきである）。そして、破産管財人は、権利

取得主張者に対して、裁判所に名義変更届出を提出することを求めるべきであ

る（なお、名義変更届出書を破産管財人経由で提出することを否定する必要は
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なく、破産管財人は、自己に提出された名義変更届出書を裁判所に転送すべき

である）。なお、配当額通知後の債権譲渡を配当請求権の譲渡と構成する立場

もあるが、現になされているのが破産債権自体の譲渡であるならば、破産債権

の譲渡として扱うべきと思われる。

⑶ 債権の移転原因ごとの検討

⒜ 差 押 命 令 ある破産債権が確定した後で、その破産債権に対する差押

命令あるいは仮差押命令が発せられれば、その命令書の送達を受けた破産管財

人は、その債権については配当金交付を止めなければならず（民執法145条⚑

項、民保法50条⚑項）、その上で、配当金を供託することができ、差押競合の

場合には供託しなければならない（民執法156条⚑項・⚒項、民保法50条⚕項）。

民執法156条の供託がなされない場合には、差押債権者が取立権を取得した後、

第三債務者の破産管財人は、差押債権者に配当金を交付しなければならない。

差押命令書は、何時までに破産管財人に送達されるべきであろうか。配当の

円滑な実施の視点からは、最後配当の除斥期間満了前に送達されることが望ま

しく、満了後に送達されても破産管財人は配当表に記載された債権者に支払を

すべきであるとの解釈が好ましい。しかし、民事執行制度の機能を維持する観

点からは、そのような制限を設けることは好ましくなく、第三債務者について

破産手続が開始された場合であても、一般の場合と同様に、差押命令は配当額

の支払までに送達されることが必要であるが、除斥期間満了後はもちろん配当

額通知後であってもよいと解すべきである。配当額通知後の差押えについては、

最後配当の配当額通知により具体化された配当金請求権が差し押さえられたと

理解する余地はあるが、追加配当がなされる場合のこと、また個人である破産

者が異議を述べていない場合に破産債権者表の記載を債務名義にして強制執行

がなされることを考慮すると、差押命令書に表示された被差押債権が破産債権

である限りは、具体化された配当金請求権を内包する破産債権自体が差し押さ

えられたと理解すべきである。

⒝ 転 付 命 令 転付命令は、被差押債権を執行債権者に代物弁済的に移転

させ（民執法160条）、第三債務者の無資力の危険を執行債権者に負わせること
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になるので、第三債務者について破産手続が開始された後で執行債務者の破産

者に対する債権（破産債権）について転付命令の申立てがなされることは少な

いにせよ、その債権について物上保証人が存在する場合や、資力のある保証人

が存在する場合（特に保証債権のために担保権が存在する場合）には、なお、

転付命令の申立てがなされるであろう。破産債権確定後に転付命令の効力が生

じた場合には、破産管財人は、転付債権者に配当金を交付しなければならず、

また、転付債権者は、名義変更届出をして名義変更を受けるべきである。最後

配当の除斥期間満了後に転付命令が発せられた場合はどうであろうか。転付命

令は、債権差押命令と同時に又はその後に発せられ、差押命令が破産管財人に

送達された時点で、彼は配当額を執行債務者（届出債権者）に支払うことを差

し止められる。その状態で転付債権者は裁判所に名義変更届出をし、破産管財

人は、破産債権者表の更正を確認してから配当表を更正することは可能であろ

う。したがって、転付債権者に配当額を支払うためには、彼の申立てによる差

押命令が執行債務者への配当金交付前に破産管財人に送達されていることが必

要であるが、それより前の時点（例えば最後配当の除斥期間満了時）までに送

達されていることまで要求すべきでない109）。破産法199条との関係では、次の

ように言うことができる：転付命令の効力が最後配当の除斥期間満了前に生じ

ている場合には、そのことは、同条⚑項⚑号の適用事由になり、除斥期間満了

後に生じた場合には、同号が類推適用される。

⒞ 債 権 譲 渡 債権譲渡の対抗要件としての通知110）も配当金交付前にな

されていれば足りるとすべきである。なぜなら、（α）破産管財人が多数の配

当額支払事務をしなければならず、配当額支払の直前に到来した債権譲渡通知

に注意を払うことが負担になるのは確かであるとしても、破産債権譲渡の通知

自体はそれほど多いわけではなく、専門家としての能力を超えるというほどで

109) 各破産債権者に対する配当額通知後あるいは最後配当の除斥期間満了後に転付命
令が送達された場合でも、破産管財人は転付の効力を認めるべきである。

110) 民法467条⚑項の譲渡人からの通知又は動産債権譲渡特例法⚔条⚒項の譲渡人又
は譲受人からの通知を想定している。
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はなかろう；そして、最後配当の除斥期間満了後に到来した譲渡通知書に破産

管財人が気付くことなく譲渡人（届出債権者）に配当額を支払った場合でも、

そのことに過失がなければ、その配当額の支払は民法478条により有効である

としてよく、それが最後の安全装置となる；この場合には、破産債権の譲受人

は、配当金を受領した譲渡人に対して不当利得返還請求権を取得する。（β）

届出債権者と譲受人（権利取得主張者）との間で債権譲渡契約の有無・効力に

ついて争いがあり、現在の破産債権者が何れであるか判断がつきかねる場合に

は、破産管財人は、破産債権者表・配当表を更正した上で、債権者不確知を理

由に（民法494条⚒項）配当金を供託すればよい。（γ）もし反対に解すれば、

例えば、配当額通知前に到達することが必要であると解すれば、配当額通知以

降は、破産債権は譲渡できない債権になることを意味し、債権の譲渡可能性

（民法466条⚑項）を制限することになる；見解は分かれであろうが、政策論と

して好ましいとは思われない。また、（δ）もし反対に解すれば、配当額通知

後・差押命令と転付命令の同時送達の少し前に債権譲渡の通知（確定日付のあ

る証書による通知）が破産管財人に到達した場合の処理が面倒になろう；すな

わち、実体法上は債権譲渡が優先するのに、破産手続上は譲渡通知は配当額の

通知前に破産管財人に到達しなければならないとの規律を導入したために、破

産管財人は転付債権者に配当金を支払うべきことになり、配当金が転付債権者

に交付された後で、譲受人は彼に対して不当利得返還請求をすることができる

という形で利得調整（本来あるべき利益帰属の実現）を図らざるを得なくな

る；それは、問題先送り型の解決と評さざるを得ない。

上記（δ）の設例において、破産債権者が債権譲渡を争っている場合はどう

であろうか。執行債務者（届出債権者）が差押命令や転付命令の効力を争う方

法は民事執行法で定められており（145条⚖項・159条⚔項）、所定の方法で命

令が取り消されない限り、破産管財人は命令の効力を認めなければならない。

したがって、少なくとも届出債権者に配当額を支払うことはできない。債権譲

渡について争いがあるとはいえ、債権譲渡が有効になされているのであれば、

債権譲渡が転付命令に優先し、配当金は債権譲受人に支払われるべきであるか
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ら、破産管財人としては、債権者不確知を理由に、被供託者を譲受人又は転付

債権者として配当金を供託すべきである。

⒟ 代位弁済による債権移転 ＧのＳに対する債権αの受託保証人ＨがＳ

の破産手続開始後に確定破産債権αを全額弁済し、Ｈが債権αを代位取得する

場合はどうか。主として想定するのは、Ｈの主張によれば、ＧのＨに対する保

証債権βのために設定された抵当権の実行によりＧが被保証債権αについて全

額の満足を受け、Ｈが債権αを代位取得し、破産法104条⚔項によりこれを破

産債権者として行使することができる状況になり、Ｈが証拠書類（担保競売に

おける配当表の写しなど）を添付して破産管財人に弁済の事後通知（民法463

条⚓項）をし、裁判所に対して届出名義変更の届出をしているが、Ｇがそれで

も破産債権全額の代位弁済を争い、共同して名義変更届出をすることを拒んで

いる場合である。Ｇが全額弁済を争うことがまったく不当であるならば、裁判

所書記官は、破産債権者表に届出名義の変更を記載し、破産管財人はこれを前

提にして配当表を更正することになる。他方、Ｇの主張もＨの主張も理由がな

いとは見えないときは、債権αの破産債権者が「Ｇ又はＨ」である旨を破産債

権者表に記入し、債権の帰属に関する争いの解決をＧとＨとの間の訴訟に委ね

ることになろう。破産管財人も、配当表に、配当を受けるべき破産債権者とし

て「Ｇ又はＨ」を記載し、配当額支払の段階でも債権の帰属に関する争いが未

解決であれば、債権者不確知を理由に弁済供託（民法494条⚒項）をすること

になる。

受託保証人からの代位弁済の事後通知及び名義変更届出はいつまでになされ

るべきかは、ここでも問題になる。破産管財人が配当額通知をした後であって

も、届出債権者への配当金交付までは可能と解すべきである。

破産管財人がＨからの弁済の事後通知後はＧへの配当金交付を停止すべき理

由は、Ｈが代位弁済により破産債権αを代位取得し、Ｇが破産債権者でなく

なった点にあるが、破産者が個人であって免責許可決定を得ることができない

場合を想定すると、その理由がもう一つ増える。すなわち、Ｈにより債権αの

全額の代位弁済がなされている場合について言えば、破産管財人が債権αへの
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配当金をＧ交付しても、ＳはＨの求償に応ずる義務を免れることはできず、配

当額が破産者Ｓの二重負担となる；それを避けるためには、弁済の事後通知を

しているＨからの求償請求は回避することができないので、Ｇに配当額を支払

うことを停止する必要がある。

3.2.3 破産手続開始後の保証人による一部弁済と配当による残部全額弁済

⑴ 予備的な議論――破産手続中に取得する予定のある他人の債権の届出

❞ 原 則 破産法は、債権（将来の請求権を含む）を現に有している者が

その債権を破産債権として届け出ることを予定している。破産手続中に第三者

が取得する予定の破産債権であっても、それを届け出ることができる者は、現

在の債権者であり、取得予定者ではない。届出人を現在の債権者としておき、

第三者が届出債権を取得した時点で名義変更届出をさせる方が、手続を円滑に

確実に進めることができるからである。例えば、104条⚓項は、債権者が破産

手続に参加していない場合に、破産者の共同義務者は、将来行うことがある求

償権を以て破産手続に参加することができると規定しているが、将来代位取得

することのある原債権（債権者が現に有する債権）をもって破産手続に参加す

ることができるとは規定していない。

❟ 例 外 しかし、他者の債権を将来取得する予定の者が取得前にその債

権を破産債権として届け出ることを一切否定すべきかといえば、そうでもなか

ろう。次のような場合には、例外を認める必要があると思われる。なお、議論

の単純化のために、他者が現在有する債権は、既に発生している無条件債権で

あるとする。

⒜ 被保証債権が優先的破産債権で、保証人の求償権が普通破産債権であり、

被保証債権者が破産手続に参加しようとせず、かつ、保証人が保証債務を直ぐ

には履行できない場合。この場合には、保証債務履行前であっても、保証人が

保証債務の履行により将来代位取得する被保証債権を、将来の求償権と共に

（もちろん両者の関係を明らかにして）、破産債権として債権届出期間内に届け

出ることを認めるべきである。
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⒝ 債務者について倒産処理手続が開始される等の一定の信用事故（クレ

ジット イベント）が発生した場合に、債権者からの請求があれば第三者（リ

スク引受人ないしプロテクションの売手）がその債権を元本額等で買い取るこ

とを内容とする債権売買契約が第三者と債権者との間で締結されることがある。

いわゆる CDS（credit default swap)111）の一つの形態（現物決済型）である

（保証ではないので、リスク引受人が債務者に対して求償権を取得することは

なく、また、取得した債権を求償権の範囲でしか行使できないといった制限を

受けない）。この場合に、何らかの事情でリスク引受人が債権を直ぐには買い

取ることができず、かつ、債権者が破産手続に参加しようとしないときは、リ

スク引受人が近い将来に買い取る債権を破産債権として届け出ることを認める

必要がある。

❠ 例外の要件 上記の⚒つの場合以外にも、他者から将来取得することの

ある債権を破産債権として届け出ることを認めることが必要な場合もあるであろ

う。そのような届出をどの範囲で認めてよいかが問題になる。おそらく次のよう

に言ってよいであろう。（α）債権者に対して一定の義務を負っている者（以下

「第三者」という）が、その義務の履行により債権を取得する場合で、（β）そ

の義務の履行期が到来していて、（γ）債権者がその債権を破産債権として届

け出ないため、（δ）第三者がその債権について配当を得る必要がある等の理

由により、現時点においてその債権を破産債権として届け出る必要がある場合。

❡ 届出の効果 他者から将来取得する予定の債権の届出が上記の要件の下

で許される場合には、その債権は届出人が現在有する債権と同様に調査され、

確定されるべきである。したがって、その届出は、将来の請求権の届出と同様

に、無条件の届出と理解すべきである。「将来取得する」という予定（条件）

は、何時までに成就すべきであろうか。「将来取得する」という条件が実現さ

れない場合には、当該債権に配当されるべき金額は、他の破産債権者の配当に

回されるべきであり、条件の成否を配当の実施段階まで待つのは適当ではない。

111) 栗田隆「信用リスクの移転と破産法」立命館法学2016年 5・6 号171頁・177頁参
照。
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したがって、停止条件付債権・将来の請求について打切主義を定める198条⚒

項の類推適用に服するとしてよい。実際、前記の現物決済型 CDS の経済的機

能は保証に類似し、債権買取義務を将来履行することにより取得する債権を保

証人の将来の求償権と同じ規律に服させることは、不当ではない。

⑵ 一部弁済をした共同義務者による届出――その⚑

❞ [設例⚕] 債権者Ｇが届出をしている破産債権について、複数の者

（Ａ・Ｂとする）が債務者の委託を受けて連帯保証人になっていて、そのうち

のＡが主債務者の破産手続開始後に約半分を弁済し（かつ、それ以上弁済する

だけの資力はなく）、その旨を破産管財人及びＢに通知し、Ｂが残りの債務を

弁済することにより全額の弁済がなされることを期待している；しかし、Ｂが

残債務を弁済するのは、最後配当の前と思われるが、その時期を予測すること

は難しい；Ａとしては、代位取得にかかる原債権（被保証債権）の名義変更を

Ｂが残債務を完済したことを知ってから届け出るのでは、時機を失する可能性

があり、今すぐ届け出たい。これは可能か。

❟ 前提問題として、一部代位弁済がなされた原債権の帰属をどのように理

解するかの問題がある。ここでは、次のように説明することにする：原債権の

うち弁済部分は一部弁済者に帰属し、残部は原債権者に帰属するが、原債権者

が残部の完済を得るまで一部弁済者に属する部分も行使して、合算額に対する

配当額を自己保有分の満足に優先的に充てることができ、その反面で、原債権

者が全額の満足を得るまで一部弁済者は代位取得した原債権を行使することを

制限される（民法502条参照。他の法律構成を否定する趣旨ではない）。また、

弁済にかかる部分は、一部代位弁済がなされた時点では一部弁済者に形式的に

移転し、一部弁済者の権利行使の制限が消滅した時点で一部弁済者に実質的に

も移転した、と説明することもできるものとする。

❠ 実質的考慮 この設例では、債権を現在行使することができる者（債権

者Ｇ）自身が届出をしているので、前述⑴❠で示した要件のうちの（γ）が充

足されない。また、Ｇが残債務の完済を得る前にＡがこの届出をする実益はあ

まり大きくないであろう。なぜなら、（α）Ｂが残債務を弁済し、それを直ち
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に破産管財人及びＡに通知すれば、Ａ・Ｂが破産法104条⚔項に従い原債権を

破産債権として適時に行使することが不可能というわけではない；（β）破産

管財人としては、104条⚔項の適用要件が充足されるか否かの情報を早い段階

で入手しておく方がよい（特にＡの弁済金の充当状況に関する情報を入手し、

Ｂがどれだけ弁済をすれば104条⚔項の要件が充足されるかを把握することが

便宜にかなう）であろうが、その情報は、民法463条⚓項所定の事後通知によ

り得ることができるからである。また、（γ）完済があっても、他の破産債権

者の配当額に影響が生ずるわけではなく、配当額をＧに交付すべきか、それと

もＡ・Ｂに交付すべきかの問題が生ずるにすぎないのであるから、配当実施前

に破産債権者全員に対して既判力が生ずるような形でＡが形式的に取得した原

債権を有することを確定する必要も乏しい。付加的に、（δ）残債務が完済さ

れたとは限らないことを考慮すれば、この届出についてただちに調査をしても

無駄になる可能性があることを指摘することができる。これらのことを考慮す

ると、Ａ・Ｂが証拠資料をもって主張する事実によればＧの債権が完済される

と認められようになってから、Ｇへの配当を停止し、原債権者・代位取得者間

の解決に委ねてよいと思われる。

したがって、現在Ｇが行使していて、将来Ａが行使することができる破産債

権について、現時点でＡが名義変更届出をすることは、将来Ａが行使できるよ

うになった時点（Ｇが残債務の完済を得た時点）以降の処理（原債権の移転に

よる破産債権者表の更正）を迅速に行うことを容易にするという程度の意味し

かないと考えてよい。もっとも、このような届出は許されないとするのも行き

過ぎであり、将来必要になるかもしれない破産債権者表の更正を迅速にするこ

とを容易にするという点で有益であるので、許されるものと考えたい。

❡ 法律構成 この場合のＡの届出は、どのように法律構成したらよいで

あろうか。Ａが「原債権を将来行使することができる破産債権として届け出た

い」といっても、既にＧが原債権を届け出ているのであるから、Ａの届出は、

Ｇが残債務の完済を得ることを停止条件とする名義変更届出と構成することが

一つの選択肢として考えられる。これを前提にすると、実質的な債権移転（Ａ
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が代位取得した債権を行使できるようになること）が生ずる以前の時点で一部

代位弁済による債権の一部移転の有無について調査する必要はない。また、破

産債権者表の更正（被保証債権の行使権者の交替の記載）をすべきではなく、

その可能性がある旨を附記するにとどめるべきことになる。ただ、解除条件付

届出と構成する等の余地もあり、この問題は後ほどさらに検討することにし、

結論は留保しておこう。

❢ 債権者への配当を阻止するのに必要な残債務完済の終期 原債権は、

ＧがＢから残債務の完済を得た時点で初めてＡとＢに実質的に移転するのであ

るから、それは、3.2.2⑶⒟で検討した「代位弁済による債権移転」の特殊な

形態とみてよい（Ａが一部弁済をした原債権部分は一部弁済の時点でＧからＡ

に形式的に移転している点に特殊性があり、この特殊性により、債権移転の効

力が実質的に生ずる前でも、名義変更の届出が許されるのである）。したがっ

て、Ｂによる残債務の完済とその通知は、破産管財人がＧに配当金を交付する

までになされれば足りる。

⑶ 一部弁済をした共同義務者による届出――その⚒

❞ [設例⚖] 2.4.2の［設例⚓］において、ＨがＧにh円の弁済をすると

同時に破産管財人に事後通知をし、かつ、裁判所に原債権のうちh1円に相当

する普通部分とh2円に相当する劣後部分の形式的取得を届け出て、Ｇの開始

時現存額（g1円）を基準にした配当額が配当時の現存額を上回る場合には、

Ｈが形式的に取得している原債権について行使の制約が消滅するので（104条

⚔項）、超過額は、求償権の範囲内で、Ｈが取得した原債権の配当に充てられ

るべき旨を届け出た。

❟ 検 討 この届出についても、前述⑵で述べたことが基本的に妥当する。

すなわち、保証人Ｈが破産管財人に民法463条⚓項所定の事後通知をした後は、

破産管財人は、配当時の破産債権額（劣後部分についても充当することができ

るとする私見では、普通部分と劣後部分の合計額（（g1＋g2＋g3）円）からＨ

の代位弁済額（（h1＋h2）円）を控除した金額（配当上限額）を超えてＧに配

当額の支払をすることはできず、超過額はＨが取得した原債権への配当として、
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Ｈに支払わなければならない。この超過額は、Ｈが取得した原債権部分に一般

の配当率を乗じた金額よりも少ないが、それは債権者優先主義が適用された結

果であり、Ｈが実質的に代位取得した原債権部分への配当であることには変わ

りはない。換言すれば、Ｈが形式的に代位取得している原債権部分は、Ｇが配

当上限額まで配当金を受領した時点で実質的にもＨに移転し、それに対する配

当として超過額がＨに支払われるのである。この事例は、破産債権の移転に伴

う配当金受領権者の交替の事例と扱われるべきである。破産債権の移転は最後

配当額の支払の直前まで可能であり、かつ、支払の直前までに破産債権移転の

効力が生じていることが必要である。この要件は、この事例では、破産管財人

が配当上限額まで配当額をＧに支払い、超過額の支払を留保することにより充

足される。したがって、超過額は、代位取得した原債権を行使することができ

るようになったＨに支払われるべきである。

Ｈが一部代位弁済後に裁判所にした「原債権の一部の形式的取得の届出」は、

どのように評価すべきであろうか。一つの選択肢は、将来Ｈが実質的に取得す

ることになるＧの破産債権の一部の届出名義の停止条件付変更届出と評価する

ことである。ただし、解除条件付届出と構成する余地もあり、更に検討が必要

である。結論は留保して、ここでは、さしあたり、停止条件付届出であること

を前提にして検討を続けることにしよう。裁判所は、破産債権者表にこの届出

があったとの事実を記載すべきである。しかし、名義変更届出通りに破産債権

の形式的移転があったことをこの時点で確定する必要はない。それは、次の理

由による：（α）保証人の破産手続開始後に主債務者が一部弁済をした場合と

異なり、配当上限額がどのように確定されようとも、破産手続開始時現存額を

基準にした配当額の一部が他の破産債権者への配当に回されることはなく、

Ｇ・Ｈ間での分配の問題が生ずるにすぎない；（β）一般には超過額が生ずる

可能性は低く、破産管財人から超過額が生ずることの報告があった時点で停止

条件成就の有無と名義変更届出の当否を判断すればよい；（γ）私見のように、

保証人は主債権者に対して残債務弁済義務を負っていることを理由に主債権者

の破産債権の普通部分のみならず劣後部分も保証人の普通破産債権に優先する
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ことを前提にするならば（実体法の論理）、超過額がいくらになるかは配当実

施の段階までは確定できない。

もっとも、配当は、予め配当表を作成して、利害関係人に異議を述べる機会

を与え、異議を解決した上で配当表に従って行うのが本来である（手続法の要

請。二人の者の間のパイの取合いであっても、第三者がパイを切り与える場合

はそうである）。今問題にしている場合については、Ｇの破産債権の劣後部分

が時の経過の中で増大していくことを考慮して、実体法の論理と手続法の要請

とをどのように調整すべきであろうか。

(ａ）まず、手続法の要請を重視し、配当表における配当額は確定した数額

で示されるべきであるとの立場を採り、配当対象となるＧの劣後的破産債権額

を配当額支払前の一定時点までに生じたものに限定することが考えられる。そ

のような時点は、実体法の論理からすればできるだけ後の方がよく、最後配当

の除斥期間満了時も一つの候補になる。しかし、当該一定時点は配当表作成時

点で予測することができるものでなければならない（そうでないと、Ｇの劣後

的破産債権額を具体的な数字で示すことが困難になる）。ところで、最後配当

について公告がなされる場合には除斥期間の始期は公告が効力をずる日であり

（198条⚑項参照）、配当表作成時点ではその始期及び終期の予測が困難であろ

う。したがって、Ｈに優先するＧの劣後的破産債権は、配当表作成時点までに

生じたものに限定せざるを得ない。

これを前提にすると、破産管財人は、配当表に、（α）開始時現存額に配当

率を乗じた金額をＧとＨに対する配当額として記載し、次に（β）配当表作成

時点でのＧの債権額（普通部分と劣後部分との合計額からＨの弁済額を控除し

た金額）を算出し、これに満つるまで前記配当額をＧに支払う旨を記載し、

（γ）配当額に残余があれば、Ｈの求償権額の範囲内でこれをＨに支払う旨を

記載することになる。

(ｂ）他方で、実体法の論理の貫徹を重視し、ＧとＨの間での配当額の取合

いは他の破産債権者への配当に影響を与えないことも考慮すれば、配当表に記

載されるべきＧへの配当上限額は一定の算出方法（典型的には計算式）で示さ
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れてもよいとし、破産管財人は、Ｇに配当金を支払う日に、その日までに生ず

る劣後的破産債権額を計算し、これと普通破産債権額（配当時現存額）との合

計額に満つるまで配当金をＧに与え、残余をＨに与えることも考えられる。

この選択肢を採る場合には、配当表には、（α）開始時現存額に配当率を乗

じた金額をＧとＨに対する配当額として記載し、次に（β）すでに金額が確定

している（g1−h1）円、（g2−h2）円及びＧへの支払日に破産管財人が算出す

る g3 円の算出方法（基本的にはＧが劣後部分の届出に際して提示した算出方

法であり、Ｈが一部弁済をしたことにより若干の修正がなされた算出方法）を

示して、これらの合計額に満つるまで前記配当額をＧに支払う旨を記載し、

（γ）配当額に残余があれば、Ｈの求償権額の範囲内でこれをＨに支払う旨を

記載することになる。

いずれを採るべきであろうか。次の理由により、（ｂ）を採るべきであろう。

（α）配当表では、g3 の金額のみが算出方法で示されることになるが、それは

比較的単純な金利計算式であり、Ｇに配当金を支払う時点で即時に計算可能で

ある。（αʼ）破産手続が開始されていない場合には、主債務者は、Ｇに支払を

なす時点で g3 等の金額を自ら計算して支払をなすべきであり、その計算は通

常人がなしうることであるから、破産管財人にもできるはずである。（β）前

記（ａ）のように、Ｈの普通破産債権に優先するＧの劣後的破産債権をＧの配

当金交付より前の一定時点で生じたもの限定すると、その時点以降に生ずる利

息等についてＧはＨに対して保証債務の履行を請求することになり、問題が先

送りされてしまう。

❠ 求償権の届出 2.3⑶で紹介した最決平成29年⚙月12日の事案では、代

位弁済者Ｈは、代位取得した原債権ではなく、求償権元本を破産債権として届

け出た。求償権が届け出られた場合でも、Ｇの原債権に対する配当額のＧ・Ｈ

間での取合いという問題の本質は変わらない。そして、104条⚒項の規定の趣

旨に鑑みれば、Ｓの破産手続においてＨが求償権を行使することができるよう

になるのは、Ｇが全額の満足を得てからである。したがって、Ｈの求償権はＧ

の被保証債権に劣後し、破産管財人は、Ｈの求償権の届出に対して、その旨の
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認否をすれば足りる。もっとも、取合いの問題であることを明瞭にする上では、

求償権が届け出られるよりは、原債権の一部の代位取得による名義変更届出が

なされる方が好ましい。前記の最高裁決定事件では、破産管財人は、一部代位

弁済者の求償権の届出について、「本件破産債権の残額が配当によって全額消

滅することによる，破産法104条⚔項に基づく求償権の範囲内での原債権の代

位行使112）という性質において認める」旨の認否をした。こうした認否も許さ

れるとしてよいであろう。

3.2.4 主債権者が破産手続に参加していない場合

主債権者が主債務者の破産手続に参加せずに、受託保証人の財産から債権を

回収しようとしている場合（例えば保証債権を被担保債権として保証人の財産

に設定された担保権を実行しようとしている場合）はどうか。

❞ [設例⚗] 主債権者Ｇの主債務者Ｓに対する破産手続開始時における債

権額（普通部分）をg1円とし、その後受託保証人Ｈによる一部弁済時までに

g2円の利息等（劣後部分）が生じ、配当時までにさらにg3円の利息等（劣後

部分）が生ずるものとする。この破産手続にＧが参加しないので、Ｈが事前求

償権（普通部分はg1円）とともに将来の事後求償権（普通部分はg1円）を、

両者の関係を明示して、破産債権として届け出た。その後・最後配当の除斥期

間満了前に、ＨがＧにh円を弁済したが、そのうちh1円は普通部分に充当さ

れ、h2円は劣後部分に充当された（h1+h2＝h、g1＞h1、g2≧h2）。その後に

最後配当がなされることになり、その配当率をrとする。開始時現存額主義に

従い、Ｇには、彼が開始時に有していた債権の普通部分g1に配当率rを乗じ

た金額（（g1×r）円）の配当がなされるはずであったとする。

❟ 解 決 この場合には、Ｈが届け出た将来の事後求償権のうち、h1円

部分については現在の求償権になっているので、これに配当率を乗じた［h1

112) 私見が採用した法律構成では、「……全額消滅することにより，破産法104条⚔項
に基づく求償権の範囲内で行使することが可能となる原債権の代位取得……」と説
明される。
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×r］円は保証人に配当される。残余部分については事後求償権は依然として

将来の求償権であるので、Ｈは配当を受けることはできないが、事前求償権を

行使することはできる。これに対して、破産管財人は民法461条所定の権利う

ち、⚒項の「保証人に免責を得させて、その償還の義務を免れる」権利を行使

するのが合理的であり、事前求償権への配当金（（g1−h1）×r）円をＧに支

払うことになる（Ｇが受領しない場合には、破産法202条⚓号により供託する）。

整理すると、

•Ｈへの配当額 （h1×r）円

•Ｇへの配当額 （（g1−h1）×r）円

が支払われることになる。

❠ 解決の評価 ⒜ 上記の配当額の合計額は、（g1×r）円であり、開始時

現存額（普通部分）に配当される金額と一致し、他の破産債権者の利益を害す

ることはない。

⒝ Ｇと一部弁済をしたＨとの間の配当金の取合いの関係はどうか。Ｇが破

産手続に参加していた場合と比較してみよう。この場合について「保証人の普

通部分は主債権者の劣後部分に優先する」との立場を採ったときと、結果は同

じである。しかし、私見のように「保証人の普通部分は主債権者の劣後部分に後

れる」との立場を採ったときと、結果が異なる。後者の結果の相違については説

明が必要であり、次のように説明される。すなわち、Ｇが破産手続に参加しない

ため、劣後部分について債権者優先原則が適用されなくなったのである、と。

民法502条⚓項の文言に即して説明すれば、次のようになる：原債権者が破産手

続に参加して劣後部分についても権利を行使しているのであれば、彼の劣後部

分についての権利行使は代位弁済者に優先するが、彼が破産手続に参加してい

ないのでその権利行使をしていないことになり、彼の劣後部分が代位弁済者の

普通部分に優先することにならなかった；主債権者は、保証人に対して、劣後

部分の弁済を破産手続外で求めることになり、それは彼にとって負担になるが、

主債務者の破産手続に積極的に参加しなかったことの結果とみるべきである。

（続く）
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